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第1は じめに

原 告 らは，本件 事故 とそれによる放射性物質拡散による地域汚染が，原告 ら

の 「平穏生活権」を侵害す るものであ り，本件事故に よりいわき市が，住民生

活に関わるあらゆる側面において，本件事故前 と大き く変容 したた めに，いわ

き市民は無形 の財産的損害及び精神的損害 を被った と主張 し （原告準備書面

（55） の2頁 ），原告 らの被 った精神 的苦痛 に対す る慰謝料について，中間

指針追補及び中間指針第二次追補 において認 められてい る精神的損 害に係 る

賠償額が原告第62準 備 書面 の3頁 の表 に記 載 の金額 で あ ると主 張 した上で，

これ を超 えるものとして，一人当た り25万 円 （一部請 求。妊 産婦 につ いては

50万 円）の賠償 を求 めてい る （訴状 の75～77頁 ，138頁 ，原 告準備 書

面 （55） ，同準備 書面 （62） 参照）。

しか しなが ら，原告 らは，本件事故 に関 して，原賠法3条 に基 づ く被 告東京

電 力 の 「原子 力損害」1の 賠 償 を求 め るもので あ る以 上 （原子力損害の賠償責

任について民法709条 が適 用 され な い こ とは被 告東京 電力準備書面 （1）等

にお いて主 張 した とお りで ある。），原告 らが本件事故後に置かれていた状況

を基礎 として，本件事故による放射線の作用 と相当因果関係のある損害に対す る

賠償の範囲が検討 されなければならないとい うべきである。

この点，被告東京電力 として も，政府による避難指示等の対象 とされていな

い区域に居住す る住民においても，本件事故発生当初の時期 に限っては，情報

が必ず しも十分でなかったため，自身や家族 の健康に影響が生 じるとの恐怖心

や，本件事故の重大化，放射線被ば くに対する不安が生 じることもあったこと

1「 原子力損害」とは
， 「核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は核燃料物質等の放射線の作用若

しくは毒性的作用 （これ らを摂取 し，又は吸入することにより人体に中毒及びその続発症を及ぼす も

のをい う。）により生 じた損害」をい う （原賠法2条2項 ）。
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まで争 うものではない。

しか しなが ら，避難指示を受けていない地域 の住民に生 じた恐怖や不安は，

その居住地 と本件原発 との地理的な関係や本件事故 に起因す る居住区域内の

放射線量の状況等によって一様 なものではな く，また，時間の経過に伴って，

本件事故 の状況や放射線被 ば くによる健康影響 に関す る情報等 が新聞報道等

によって提供 され ることな どによって も，そのよ うな恐怖や不安は変化す ると

考 えられる。さらに，その ような情報についての個 々人の受け止め方の相違 も

あると考えられ る。

したがって，避難指示の対象区域外の住民に不安や恐怖が生 じたとして も，

この よ うな不安や恐怖 に基づ く避難 行動や精神的苦痛が当然に損害賠償の対

象 となることを意味す るものではな く，客観的な状況等を踏 まえて，法的保護

に値す る権利利益が侵害 されてい るか否かについて検討 されなけれ ばな らな

いのである。

そ して，この点に関 して，原告 らは，（ア）一定の客観的な情報 を基礎 として，

（イ）避難又は滞在 を選択す る主観的な意思決定を行い，その結果，（ウ）引き続

き滞在 し又は自主的避難 を したものである。

したがって，まず，原告 らが意思決定の基礎 とした情報 （本件原発 との距離，

本件原発の事故の経過，線量情報な ど）を確定す る必要がある （そのような情

報は，時間の経過 により次第に更新 されるものであ り，本件事故発生直後の時

期においては錯綜 していたものの，次第に正確 な情報が伝 わ り，平成23年4

月22日 頃 には，錯 綜状態 を脱 した と評価す ることができる。）。

その上で， 自主的避難者 については，意思決定に至 るまでの恐怖 ・不安や，

自主的避i難実 行 後 の避 難先 で の精神 的苦痛が，法律上保護に値 し，精神的損害

の賠償 をもって慰謝 されなければな らないか否かを検討する必要がある。

また，滞在者については，本件事故以降の不安が，法律上保護 に値 し，精神

的損害の賠償 をもって慰謝 されなければな らないか を検討する必要がある。そ
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して，これ らが肯定される場合，賠償対象 とされ るべき期間はいつまでか （賠

償対象期 間），精神的苦痛 を慰謝するための慰謝料額は どの程度か （賠償額）

とい う観点か ら検討す ることが相当である。

このよ うな恐怖や不安 に基づ く精神的苦痛が賠償の対象 となるか否か，及び，

その損害賠償の範 囲については，本件事故 による放射線の作用によって客観的

にいかなる危険が生 じてお り，かつ，この点に関 して当該住民に対 していかな

る情報の提供がな されていたのか等の点を踏 まえ，自主的避難等対象区域 内に

おいて，本件事故後の状況が一般に どのよ うに受け止 められていたのか等 の点

を考慮に入れて，自主的避難等対象区域 内の住民における平均的 ・一般的な人

を基準 として，当該住民が本件事故に よる放射線 の作用による相当程度の恐怖

や不安を抱か ざるを得なかった と認め られ るか否か （賠償の要否），これが肯

定 される場合，賠償対象 とされるべ き期間はいつまでか （賠償対象期間），と

い う観点か ら検討す ることが相 当である。

そ こで，本準備書面において，このよ うな視点か ら，まず，自主的避i難等 対

象者 に該 当す る原告 らに関 して，その各人の意思決定の基礎 とな り，内心に影

響 を与えた可能性のある本件事故発生後の事情を整理 した上で （下記第2） ，

原 告 らに生 じた不利益 が法律上保護 に値す るのか （被侵害利益の把握，下記第

3） ，保護 に値 す る と して ，そ の期間 （賠償期 間，下記4） ，慰謝 料額 （損 害

額 ，下記第5） ，自主的避 難 に関す る中間指針 の考え方 （下記第6） ，関連裁

判 例 （下記第7） につい て検 討す る こと とす る。なお，第3か ら第5ま でにつ

いて は，原 告 らの属性 に応 じて，妊婦 ・子供 とそれ以外の者，自主的避難実行

者 と滞在者等の区別を念頭に置いて検討す る。

第2原 告らの内心に影響を与え，その意思決定の基礎となった可能性のある事情

原告らの内心に影響を与え，意思決定の基礎となった可能性のある事情は以下
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の とお りである。 このような事情には，原告 らの内心に影響 し，不安感等を発生

させた事情 と，自主的避難の実行又は滞在の意思決定に影響する事情 とが混在 し

ている。

1本 件事故発 生当初 の時期 にお ける政府による避難指示等の経緯

（1）平成23年3月11日 の指示

政府 は，本件事故 が発生 した平成23年3月11日 に原子力 災害対策本部 を

設置 し，同 日，本件原発から半径3キ ロメー トル圏 内の住民に対 して避難の指

示をし，半径3キ ロメー トルか ら10キ ロメー トル圏内 を屋 内待避指示 区域 と

して指定2した （乙Al9） 。

（2）平成23年3月12日 の指示

同月12目 には，避 難指示の対象 となる区域を福島第二原子力発電所か ら半

径10キ ロメー トル圏内及び本件原発か ら半径20キ ロメー トル圏 内に変更 し

（乙A20， 乙A21） ，同月15日 には，屋 内待機指示 の対象 となる区域を

本件原発から半径20キ ロメー トル以上30キ ロメー トル圏 内 とした （乙A2

2） 。

（3） 警戒 区域 の指定

その後 ，政府 は，同年4月21日 ，福 島第 二原子力発電所 に係 る避難指示の

対象区域を半径8キ ロメー トル圏内 に縮小す る とともに （乙A23） ，同 日，

本件原発か ら半径20キ ロメー トル圏内を警戒 区域3に 指定 し，緊急事態応急対

2政 府が原災法に基づいて各地方公共団体の長に対 して住民の屋内待避を指示 した区域

3本 件原発が不安定な状況にあることから，再び事態が深刻化 した場合の居住者等の危険防止のため

に指定される地域 （原災法28条2項 ，災害対策基本法63条1項 ）
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策に従事する者以外の者について，市町村長が一時的な立入 りを認める場合を

除き，当該 区域への立入 りを禁止するとともに，当該区域からの退去を命 じた

（乙A24） 。

（4）計画 的避難 区域及び緊急時避難準備区域の指定

その上で，同月22日 には，本件原発 か ら半径20～30キ ロメー トル圏内

に指示 され ていた屋内退避の指示は解除され，以下のとお り，計画的避難区域

及び緊急時避難 準備区域が指定された （乙A25） 。

ア 計画的避難 区域4の指 定

政府 は，平成23年4月22日 ，葛尾村，浪江町，飯舘村，川俣町の一部

及び南相馬市の一部であって，本件原発か ら半径20キ ロメー トル 圏内を除

く区域 を計画的避難区域 として指定 し，当該区域内の居住者等に対 し，原則

として概ね1か 月程度 の間に順 次当該 区域外へ避難のための立退きを行 うこ

とを指示 した （乙A25の2枚 目）。

イ 緊急時避難準備 区域5の指 定

政府は，広野町，楢葉 町，川内村，田村市の一部及び南相馬市の一部であ

って，本件原発から半径20キ ロメー トル 圏内を除 く区域 を緊急時避難準備

4政 府が原災法に基づいて各地方公共団体の長に対 して計画的な避難を指示 した区域である。同区域

は本件原発から半径20キ ロメー トル以遠の周辺地域のうち，本件事故発生から1年 の期間内に積算

線量が20ミ リシーベル トに達するおそれのある区域であ り，概ね1か 月程度の間に，同区域外に計

画的に避難す ることが求められている。
5政 府が原災法に基づいて各地方公共団体の長に対 して緊急時の避難又は屋内退避が可能な準備を指

示 した区域である。同区域は本件原発から半径20キ ロメー トル以上30キ ロメー トル圏内の区域か

ら 「計画的避難区域」を除いた区域の うち，常に緊急時に避難のための立退き又は屋内への退避が可

能な準備をすることが求められ，引き続き自主避難をすること及び特に子供，妊婦，要介護者，入院

患者等は立ち入 らないこと等が求められる区域である。
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区域に指定 し，当該区域内の居住者等は，常に緊急時に避難のための立退き

又は屋内への退避が可能な準備を行 うこと，当該区域においては，引き続き

任意の避難 をし，特に子供，妊婦，要介護者，入院患者等は，当該区域内に

入 らないようにすること，当該区域においては，保育所，幼稚園，小中学校

及び高等学校は，休所，休園又は休校 とす ること，勤務等のやむを得ない用

務等を果たすために当該区域内に入ることは妨げられないが，その場合にお

いても常に避難のための立退き又は屋内への退避 を自力で行 えるようにして

お く旨を指示 した （乙A25の2枚 目～3枚 目）。

なお， この緊急 時避難i準備 区域 の指定 は，平成23年9月30日 を もって

解除 され ている （乙A26） 。

（5）南相馬市における住民 に対す る一時避難 の要請

南相馬市は，平成23年3． 月16日 に，市民の生活 の安全確保等 を理 由とし

て，その独 自の判断に基づいて，南相馬市の住民に対 して一時避難を要請 した

が6，屋 内退避 区域 の指定が解 除 された同年4月22日 には，引き続 き警戒 区域 ，

計画的避難区域又は緊急時避難準備区域に指定 された区域を除く南相馬市内の

区域か ら避難 していた住民に対 して，自宅での生活が可能な者の帰宅を許容す

る旨の見解が示 されている （乙C2の8頁 参照）。

（6）小括

政府 は，本件事故後 に本件原発から20キ ロメー トル圏内について避 難指示

を出し，本件原発から20～30キ ロメー トル 圏内について屋 内退避の指示を

出 したが，4月22日 には，20～30キ ロメー トル圏内におけ る屋 内退避指

6中 間指針8頁 の 「（6） 地方公共団体が住 民に一時避難 を要請 した区域」 とは，南相馬市の うち本件

原発 か ら30キmメ ー トル圏外 の区域 であって，計画的避 難 区域以外の区域が これに当たる。
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示が解除され，飯舘村等においては計画的避難区域の指定が，また，南相馬市

の一部地域等においては緊急時に備えるとい う趣 旨の緊急時避難準備区域の指

定が，それぞれなされた （なお，この際，20～30キ ロメー トル 圏内のいわ

き市内の区域は緊急時避難準備区域に指定されなかった。また，緊急時避難準

備 区域の指定は平成23年9． 月30日 に解 除 され た。）。

また，南相馬 市の独 自の判断に基づ く一時避難の要請についても，4月22

日には帰宅 を許容す る旨の見解 が示 されるに至っている。

他方で，4．月22日 の時点で上記 の とお り警戒 区域，計画的避難区域又は緊

急時避難準備区域に指定 されなかった区域については，引き続き避難指示等の

対象 とされていない。

2新 聞報道に よる本件事故発生後 の住民に対する情報提供の状況について

以下では，新聞報道を通 じて，本件事故後の本件原発の状況及び空間放射線量

や放射線被ばくに関する知見等，避難指示等対象区域外の住民の自主的避難等に

関連すると考えられる事情にっいて，本件事故発生か ら平成23年4月 末頃まで

の期 間において， どのよ うな情報が住民に提供 されていたのかを略述する （日付

は報道 された 日付を指す。なお，避難者は全国紙にアクセスする可能性が高 く，

滞在者は地元紙を読む可能性が高いと考えられることか ら，以下では，それぞれ

の報道の状況を分けて略述する。）。

（1） 平成23年3月11日 ～3月17日

【全国紙 】

本件事故発生直後の時期であり，本件原発近隣の自治体の住民 らが放射線に

関する情報がなく，避難場所を転々とする状況が報 じられている（3月13日 ，

乙A107の1枚 目）。本件原発 も1号 機及び3号 機 で冷却機能 が失われ た と

報 じられ （3月14日 ，乙A107の2枚 目），1号 機 に続いて3号 機 の原子
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炉建屋が水素爆発 したことが報 じられている （同，乙A107の3枚 目）。3

月15日 には，2号 機 において格納容器下部 にある圧力抑制室が破損 し，4号

機 において も使用済み燃料プールにおいて火災が発生 し，20～30キ ロメー

トル圏内 について屋 内退避の指示が出されたことが報 じられている （3月15

日，乙A107の4枚 目）。

3月14日 付 け朝 日新 聞 （乙A108の1） で は，〈被 ば くの影 響は 微量

→ まず心配無 し 体に付着→除染必要〉として， 「専門家や政府は，ただちに

健康に影響 を与える値ではないと説明している。 『観測 された値は最大値にお

いても （1時 間あた り）1557マ イ クロシーベル ト。 胃のX線 検診 を3回 分

弱 とい う数字 です』。枝 野幸男官房長官は13日 ，記者会見 で，危険性 が低 い

ことを強調 した。私たちは普通に生活 していても，宇宙や大地か ら，1年 間で

2400マ イク ロシーベル トの放射線 を浴びている。一度に大量の放射線を浴

びた方が体へのダメージは大きいが，胸部のCTス キャ ンの1回 の放射線量 は

6900マ イク ロシーベル トだ。」と報 じている。3月16日 付 け朝 日新 聞 （乙

A108の2） では，〈30キ ロ圏外 普段の生活 を〉 として， 「福島第一原

発の爆発などの影響で，近隣では通常より高いレベルの放射線量が計測 されて

いる。ただ，ただちに健康に影響を与えるレベルではない。専門家は 『原発の

半径30キ ロ圏外 に住 む人 は，正 しい情報 を集めながら，普段通 りの生活を送

って欲 しい』 と冷静な対応を呼びかけている。私たちは普段か ら宇宙や大地か

ら，1時 間あた り0．274マ イ クロシーベル トの放射線 を浴びている。一方

で，胸部のCTス キャンの放射線 量は1回 あた り6900マ イ クロシーベル ト。

16日 午前9時 現在 ，栃木県那須 町で毎時1．36マ イ クロシーベル トとい っ

た数字 が観測 されているが，CTス キャンの約5千 分 の1に とどま る。 このた

め，専 門家 は，子供 を含め，外出を控える必要はなく，洗濯物を外に干 しても

大丈夫だと話 している。」 と報 じている。

3月16日 には，福 島県 内の空間放射線量が新聞で報道 されてお り，これに
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よれば，福島市で毎時20．00マ イ クロシーベル ト，郡 山市で毎時2．88

マイク ロシーベル ト，いわき市で毎時1．50マ イ クロシーベル トな どとされ，

各観測点のデータはいずれ も1ミ リシーベ ル ト（1000マ イ クロシーベル ト）

以下で，専門家はす ぐ健康に影響が出るレベルではない，と指摘 している旨が

報 じられている （3月16日 ，乙A107の5枚 目）。

3月17日 には，放射能の健康影響につ いての記事が掲載 され，福島市内の

水道水から一時的にヨウ素 とセシウムが検出されたことについて， 「お年寄 り

も子供も，飲んで安全には問題のない レベルだ」との元原子力安全委員のコメ

ン トが紹介 されているほか，30キ ロ以上離れた ところでは， 「買い物はいつ

も通 りに」， 「うがい薬などを放射線被曝の予防のために飲まない」， 「チェ

ーンメールなど迷惑情報に注意する」
， 「野菜などはよく洗 う」， 「雨にぬれ

ることは避ける」な どの情報提供がなされているほか，文部科学省や放射線医

学総合研究所，緊急被ば く医療研究センターのウェブサイ トのURLが 紹介 さ

れてい る （3月17日 ， 乙A107の6～8枚 目）。 また， ＜災害時 正 しい

情 報を〉として， 「災害時は正 しい情報をすばや く得て，落ち着いて行動する

ことが大切だ。阪神大震災が発生 した1995年 に比べ，現在 はネ ッ トが普及。

情報量は圧倒的に増えているが，中には正 しくなかった り，根拠が不明確だっ

た りするものも多い。適切な情報の取得方法や，デマに惑わされない心構えな

どをまとめた。」 として，放射線医学の専門家などの情報提供サイ トの所在や

内容等について紹介 されている （乙A107の9枚 目）。

また，3月17日 付 け朝 日新 聞 （乙A108の3） では， 「チェル ノブイ リ

原発事故により退避 させ られた30キ ロ圏内の人は，退避 までの間に数十 ミリ

シーベル トの放射線 を浴びたと考えられている。 しか し，チェル ノブイ リでの

健康影響 を調べている長崎大大学院の山下俊一教授 （被ばく医療）によると，

がんの発症率が高い とい う報告はないとい う。甲状腺がんを患った子供たちは，

放射性物質に汚染 された ミルクを飲んだのが原因 と考えられている。ブラジル
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やイン ドな ど，年間被曝量が数十 ミリシーベル トと国際的にみても高い地域で

も，がん発症率は高 くないとい う。」，〈健康への影響出ない値〉 「確かに事

故以降，近隣都県を中心に，過去の平均値 より高い値が検出されている。 しか

し，毎時，数マイクロシーベル ト以下ならば，健康に影響を与えるような値で

はないと考えられている。」，〈胎児や母乳 懸念を否定 産科婦人科学会 〉

「日本産科婦人科学会は16日 ，妊娠 ・授 乳 中の女性への放射線被曝の影響に

関する見解を学会ホームページで公表 した。福島第一原発で爆発事故が起きた

15日 に，同原発か ら5キ ロ以上離れた場所 にいた場合 ，被曝量は人体に影響

を与えない低 レベルのもので，本人や胎児，母乳を飲んでいる乳幼児への 『悪

影響について心配する必要はない』 としている。放射性物質による甲状腺障害

を防 ぐためのヨウ化カ リウムの服用は不要で，母乳をあきらめる必要もない，

と説明 している。」と報 じている。

【福島民報】

福島民報においても，3月14日 か ら同16日 にかけて本件原発 の事故 の状

況 について繰 り返 し報 じられてお り，16日 には，福 島市 内で も放射線量 が上

昇 していることが報 じられているが，併せて福島県はかかる放射線量の状況を

もって 「健康に影響を与える範囲ではない」 としていることが報 じられている

（乙A206・5枚 目）。また，16日 には，放射線量 と人体へ の影響 に関す

る科学的知見が紹介 されるとともに，各地で測定された放射線 レベルは現時点

で即，健康に影響が出る値ではないとの報道がなされている （同 ・6枚 目）。

（2）3． 月18日 ～3． 月24日

【全 国紙 】

3月18日 に は， 福 島 県 内 の空 間放 射 線 量 が 新 聞 で報 道 され てお り， これ に

よれ ば，17日 午 後6時 時 点 で，福 島 市 で毎 時12．50マ イ ク ロシー ベ ル ト，

郡 山市 で毎 時2．90マ イ ク ロシー ベ ル ト， い わ き市 で 毎 時1．21マ イ ク ロ

14



シーベル トなどとされ，福島市内でもピーク時の半分近 くの値になるなど，各

地で低下傾向が見られた と報 じられている （乙A107の10枚 目）。また，

同 日午前11時 時点では，福 島市で毎時11．00マ イ クロシーベル ト，郡 山

市で毎時2．56マ イ クロシーベル ト，いわ き市 で毎時1．06マ イ クロシー

ベル トな どと報 じられている （乙A107の11枚 目）。

また，専 門家の見解 として， 「ふだんよりも高めとはいっても，現在，各地

で観測 されている放射線量はマイクロシーベル トのレベル。健康への影響が心

配される線量 とは，けたが全然違 う。胸部のX線 やCTな ど，医療機 関で浴び

る放射線 と比べてもはるかに低 く，心配する必要はない。ただ，セシウムは環

境中に長 くとどまる性質があるので，今後の測定値を注意深 くみていく必要は

ある。」などの知見が紹介 されている （乙A107の10枚 目）。

また本件原発 の状況 としては，1か ら3号 機 について海水 の注入 を継続 して

お り，3，4号 機 の使用済み核燃料プール についても水は残ってお り，放射性

物質が飛散する状況はかろうじて回避 してお り，冷却を継続するとともに，非

常用電源 を早期に回復 させ，危機的状況からの脱却を目指 していることが報 じ

られている （3月18日 ，乙A107の12枚 目）。

3月19日 には，同 日午前9時 時点で，福 島市で毎時9．80マ イ クロシー

ベル ト，郡 山市 で毎時2．18マ イ クロシーベル ト，いわ き市 で毎時0．94

マイ クロシーベル トな どと報 じられている （乙A107の13枚 目）。 また，

〈被曝 心配 し過 ぎないで〉として， 「原発の半径30キ ロ圏内の住 民で も，

除染が必要 な レベルの放射線が検出されたのは，原発のそばを歩いていたなど，

ごく例外的な場合だけ。圏外の住民は現状では検査は必要ない」， 「現状で健

康への影響が心配 され るのは， 『原発の復旧作業のために尽力 している方々だ

け』」 との専門機関の見解が紹介 されている （乙A107の14枚 目）。

3月20日 には，ホ ウレン ソウ ・原乳 ・水道水の一部で基準を超える放射性

物質が検出された と報 じられているが，政府は直ちに健康に影響する数値では
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ないとして冷静な対応を求めていることが報 じられ （乙A107の15枚 目），

その後 ，3月22目 には，原 災法 に基づ き，福 島県産等のホウレンソウ，かき

菜，原乳について出荷停止の指示が出されたこと，及び，「いまの大気や野菜，

水の検出値はいずれ も健康にただちに影響を与えるものではない。すでに飲ん

だ り食べた りしたものでも問題はない。」な どの専門家の見解が掲載 されてい

る （乙A107の16枚 目）。

3月23日 には，本件原発 の電源復 旧作業 について，全6基 につ いて電源 の

接続 が完了 し，外部電源 を全6号 機 に供給で きる状況が整 った と報 じられてい

る （乙A107の17枚 目）。 また， 同 日には，食品の不安の解消のために，

食品安全委員会が食品中の放射能について現行の暫定規制値から新たな規制値

の設置の検討を始めることが報 じられるとともに，暫定規制値を上回る食品を

摂取 しても被ばく量はわずかであることが，胃のX線 集 団検診 時の被 ばく量 （1

回0．6ミ リシーベル ト）， 自然放射線 の被ばく量 （1人 当た り年平均1．5

ミリシーベル ト）やCT検 査 の被 ば く量 （1回 当た り6．9ミ リシーベル ト）

との比較 を示 しなが ら， 「食べても健康に問題なし」， 「出荷停止は予防措置」

との見出しの下で説明されている （乙A107の18枚 目）。

3月23日 には，福 島県産 の小松菜 ・キャベツなどについて摂取制限の指示

が出されたことが報 じられ，併せて， 「最大値を示 した野菜を約10日 間食べ

て も，1年 間の 自然放射線量の ほぼ2分 の1に とどま るので，ただ ちに健康に

被害が出ないことはもとより，将来にわたって健康に影響を与えるような放射

線量は受けない」との政府の説明も報 じられている （乙A107の19枚 目）。

3月23日 には，同 日午前8時 時点で，福 島市で毎時5．90マ イ クロシー

ベル ト，郡 山市で毎時1．63マ イク ロシーベル ト，いわき市 で毎時1．73

マイ クロシーベル トな どと報 じられている （乙A107の20枚 目）。

3．月24日 には，本件原発の状況に関 して，1か ら6号 機全 てについて送電

ケーブル が接続され，電源復旧が期待 されてお り，3号 機 と4号 機 についても
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計測用の電源が22日 に回復 していること，1か ら3号 機 につ いては海水 を注

入 し，特 に1号 機 は海水 の注入量 を増や しながら，燃料の冷却作業が続けられ

ている様子が報 じられている （乙A107の21枚 目）。

3月24日 には，同 日午前8時 時点で，福 島市で毎時5．21マ イ クロシー

ベル ト，郡 山市で毎時1．43マ イ クロシーベル ト，いわき市で毎時1．51

マイ クロシーベル トな どと報 じられている （乙A107の22枚 目）。

【福島民報 】

3月17日 には，福 島市や郡 山市等の県 内7地 点の環境放射能測定値が報 じ

られてお り， 「健康に影響なし」と報道 されている （乙A109・8枚 目）。

3月20日 には，本件原発の1号 機i及び2号 機 に外部電源 がi接続 され たこ と，

3号 機 も一定の安 定 した状態 にあるとの政府の認識が報 じられる（同・9枚 目）。

また，同 日には，福 島市内の放射線量の状況等について，健康に全 く心配ない

水準であるとの専門家の見解が報 じられ （同 ・10枚 目），同月21日 には，

放射線 リス クに対す る過度の反応 を戒めるとの専門家の講演内容が紹介 されて

いる （同 ・12枚 目）。

同月22日 には，5，6号 機 も電源 が復 旧 した ことが報 じられているほか（同・

13枚 目） ，放射線 の暮 らしへの影響 に関する情報提供がなされ るとともに，

福島市や郡山市内の放射線量の状況が報 じられている。また，被ばくの有無を

調べる1万58人 を対象 と したスク リーニ ング検査の結果，基準値を超えたの

は1人 で，その1人 も衣服 を脱 ぐな どして再検査 した結果基準値を下回ったこ

とが報 じられている （同 ・14枚 目）。

同月23日 に も，放射性物質 の影響に関す るQ＆Aが 掲載 され，冷静 な対応

が呼びかけられている （同 ・15枚 目）。

（3）3． 月25日 ～3． 月31日

【全 国 紙 】
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3月25日 には，水道水か ら放射性物質が検出されたことについて，国や 自

治体が冷静な対応を呼びかけていることが報 じられるとともに， 「放射能の検

出が厚生労働省が定めた暫定規制値以下な ら，健康への影響は全 く心配ない。

放射性 ヨウ素は，甲状腺 とい う組織に集ま りやす く将来，がんになるリスクを

高める懸念があるが，暫定規制値は相当ゆとりをもたせている。た とえ上回っ

た場合に一時的に飲んだ としても問題はない。現状なら障害は出ない水準とい

える。この程度なら，放射線 よりも喫煙や食生活，運動などの生活習慣の方が

健康に大きく影響する。放射線が危ないと過剰に気を使い，入浴をやめた り水

を飲まなくなった り，生活を乱す方がずっと健康に悪い。」 との専門家の意見

が紹介されている （乙A107の23枚 目）。

また，3．月25日 には，福 島県川俣町の子供 の甲状腺被ばくの調査を した結

果，1歳 か ら15歳 の66人 につ いていずれ も問題 のない値 であることが報 じ

られている （乙A107の24枚 目）。また， 同 日午前8時 時点で，福 島市で

毎時4．80マ イ クロシーベル ト，郡 山市で毎時3．89マ イ クロシーベル ト，

いわき市で毎時1．39マ イ クロシーベル トな どと報 じられ，いずれのデータ

もただちに健康に被害が出る値ではないが，通常より高い値は続いてお り，注

視が必要だ と報 じられている （乙A107の24枚 目）。

3月26日 には，福 島県災害対策本部 が，県内の農家に対 して田植えや種ま

きなどの農作業を当面延期するよう求め，農地が安全かどうかを判断 した上で

作付けの指示を出す と報 じられている （乙A107の25枚 目）。 また，本件

原発 の敷地内で放射線量の高い汚染水がたまっている箇所があることが報 じら

れ，配管の破損によるのではないかとの見方が報 じられている （乙A107の

25枚 目）。

3月28日 には，原子炉の冷却が汚染水の状況によって長期戦になる見込み

であることが報 じられている （乙A107の26枚 目）。 また，同 日には，1

00ミ リシーベル トの被 ば くを受け るとがんのおそれが0．5パ ーセ ン ト上昇
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す るとの科学的知見が紹介されてお り， 「家の中では外か らの放射線は遮 られ

ることもあり，大気中の放射線量が年間平均で10マ イ クロシーベル トぐらい

までは心配ないと見てよさそ うだ。」 との記事が掲載され，27日 午後6時 時

点 で，福島市 で毎時3．54マ イ クロシーベル ト，郡 山市で毎時3．08マ イ

ク ロシーベル ト，いわ き市で毎時1．00マ イ クロシーベル トな どと報 じられ

ている （乙A107の27枚 目）。28日 午前8時 時点では， 「放射線 量 大

気 中低下続 く」 として，福島市で毎時3．53マ イ クロシーベル ト，郡 山市 で

毎時2．99マ イ クロシーベル ト，いわき市 で毎時0．91マ イ クロシーベル

トであることな どが報 じられている （乙AIO7の28枚 目）。

3月29日 には， 「放射線量 さらに低 下」 として，3月28日 午後6時 時

点 で福 島市 で毎時3．18マ イ ク ロシーベル ト，郡 山市 で毎時2．85マ イ ク

ロシーベル ト，いわ き市で毎時0．83マ イ クmシ ーベル トであ ることな どが

報 じられている （乙A107の29枚 目）。 また，国立 がん研 究セ ンターは，

本件事故による人体への影響について 「原子炉で作業をする人を除けば，現時

点で健康被害はほとんど問題 はない」との見解 を発表 し，飲食物の基準 も 「十

分すぎるほど安全 といえるレベル」であると指摘 し，冷静な対応を呼びかけた

旨が報 じられている （乙A107の29枚 目）。

3月30日 には，いわき市 においては，地震や津波による被害 も受けている

が，大王製紙株式会社は，いわき市内の子会社において独 自に放射線量を計測

した上で，問題はないとして3月24日 か ら操業 を再開 し，あす か製薬株式会

社は3月25日 か ら一部生産 を再 開 し，アルパイン株式会社及びアルプス電気

株式会社も3月28日 にいわ き市内の工場 を再 開 し， 日産 自動車株式会社 も地

震被害か らの復旧作業を経た上で4月 中旬の操業再 開を 目指す としている旨が

報 じられている （乙A107の30枚 目）。

また，本件原発の敷地か ら微量のプル トニウムが検出されたことについて科

学的な解説がなされるとともに，プル トニウムは食べ物などと一緒に口か ら取
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り込んでも消化管から吸収 されにくく，排泄されやすいこと，プル トニ ウム2

39が 主 に出す放射線 （アル ファ線 ）は人体に影響が大きいが，空気中では数

セ ンチしか飛ばず，紙1枚 で遮 られ ，作業員 も作業服 を着ていれば十分防ぐこ

とができるとの記事が掲載 されている。また，3月29日 の午後6時 時点では，

福 島市で毎時3．08マ イ クロシーベル ト，郡 山市で毎時2．60マ イ クロシ

ーベル ト
，いわき市 で毎時0．77マ イ クロシーベル トで あ り，微減 が続いて

いることなどが報 じられている （乙A107の31枚 目）。

3月30日 の午後2時 時点では，福 島市で毎時2．84マ イ クロシーベル ト，

郡 山市で毎時2．38マ イ クロシーベル ト，いわき市で毎時0．64マ イ クロ

シーベル トであるこ とな どが報 じられている （乙A107の32枚 目）。

【福 島民報】

3月25日 には，飲 料水や生活用水 に関す るQ＆Aが 掲載 され，風 呂も心配

はな く，妊婦 も通常の生活をす ることが呼びかけられている （乙A109・1

8枚 目）。 また，環境放射線 の測定値が福島市で減少傾向にあることが報 じら

れ，測定値 も報道 されている （同）。

3月26日 には，川 俣町での小児 甲状腺被 ばく調査において全て問題がない

との結果であったことが報 じられている （同 ・19枚 目）。

3月27日 には，福 島市な どの中通 りに浜通 りの避難指示対象区域からの避

難者が多数転入手続 をしていることが報 じられている （同 ・20枚 目）。

3．月28日 には，30キ ロ圏外 ではハ ウス野菜7品 が放射能暫定基準値 を下

回 り，安全であるとして，福島県が市場や業者に対 して販売強化 を要請 した旨

が報 じられている （同 ・21枚 目）。いわき市 において一部店舗で営業が再開

される模様や福島市で空間放射線量が低下傾向にあること，福島県が実施する

スクリーニングの結果，基準値超えはなかったことなどなどが報 じられている

（同 ・23枚 目）。

3月29日 には，国立がん研究セ ンターが 「一般市民 問題ない」 「正 しい
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知識で冷静に」とのメッセージを緊急会見で発 していることが報 じられている

（同 ・24枚 目）。

（4）4．月1日 ～4、月7日

【全 国紙】

4H1日 には，本件原 発においてター ビン建屋に大量にたまっている汚染水

を除去するための作業が続けられてお り，その流出防止が難題 となっているこ

とが報 じられている （乙A107の33枚 目）。

4．月2日 には，1日 に福 島県 が県産農産物 の安全性をPRす る 「がんばろ う

ふ くしま ！」 と題 したキャンペーンを県内で始めたことが報 じられ，福島県知

事が出荷停止等の対象品 目以外の農産物の安全性 をPRし てい ることが報 じら

れてい る （乙A107の34枚 目）。 また，福 島県伊達市の乳児に対する水道

水の摂取制限が解除されたことが報 じられ，この結果，水道水の摂取制限が継

続 されているのは，飯舘村の乳児に対するもののみ となったことが報 じられて

いる （乙A107の34枚 目）。4月3日 には， 「放射線 と健康 正 しく知る」

として科学的知見の解説がなされてお り， 「100ミ リシーベル ト以 下になる

と喫煙 な ど他の要因によるリスクと見分けが付かなくなる」， 「実際には，放

射線は 日常的に宇宙か ら降り注ぎ，岩石に含まれる放射性物質からも出ている。

日本人は平均年間1．5ミ リシーベル トを浴 びてい る。 （年間1ミ リシーベル

トとい う一般人 の）規制値はそれ を超えればす ぐに危険 とい う 『安全 と危険を

区切る境界線』ではない。安全に十分な余裕がとってある。」ことなどが報 じ

られている （乙A107の35枚 目）。

また，一部 が本件原発 か ら30キ ロメー トル圏内 に入 る飯舘村及びこれに隣…

接する川俣町で946名 の子供 の甲状腺被曝 の状況 を検査 したところ，いずれ

も問題はなかったことが報 じられている （乙A107の36枚 目）。

4月4日 には，3日 の測 定値 として，福 島市で毎時2．46マ イ クロシーベ
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ル ト，郡山市で毎時2．17マ イク ロシーベル ト，いわき市で毎時0．51マ

イ クロシーベル トである ことな どが報 じられている。また，4月1日 に採取 し

た本件原発 か ら約30キ ロメー トル地点の海水 に含 まれ る放射性物質濃度が3

月28日 採取分 よ りも低下 し，いずれ も基準を大きく下回っていることが報 じ

られている （乙A107の37枚 目）。

また，4月4日 には，食品安全委員会が，食 品中の放射性物質について，こ

れまで適用 されてきた暫定基準を維持すると結論 したことについて，消費者団

体などが評価 している旨の反応が報 じられている （乙A107の38枚 目）。

4月5日 には，農産物の 出荷制 限が解 除されそ うな状況にあることを受けて，

放射性物質の摂取 と健康影響に関して 「100ミ リシーベル ト以下では， リス

クが高 くなるとい う明らかな証拠は認 められていない。がんの発病は，喫煙や

生活習慣 といった条件も関係する。100ミ リシーベル ト以下では， こ うした

要因と分けて分析できないくらい放射線の影響度が小さいとされる。 『少量の

放射線が健康への問題を引き起 こす とは考えられない』 と専門家が言 うのはこ

のためだ」などの科学的知見が解説 されている （乙A107の39枚 目）。

4月6日 には，本件原発 において生 じた高濃度の汚染水について，2号 機 の

取水 口付近の流 出が止まったことが報 じられている（乙A107の40枚 目）。

4月7日 には，福島県に よる農家に対する作付け延期要請については，県北

部の飯舘村，伊達市月舘町，川俣町，二本松市，本宮市，大玉村，郡 山市 日和

田町を除いて，延期要請を解除 したと報 じられている（乙A107の41枚 目）。

また，6日 の測定値 として，福島市で毎時1．88マ イク ロシーベル ト，郡 山

市で毎時1．99マ イク ロシーベル ト，いわき市で毎時0．42マ イ クロシー

ベ ル トであるこ となどが報 じられている （乙A107の41枚 目）。

また，4月7日 付け福 島民報 （乙A58の2） では，地元紙 である福 島民報

において，福島県のア ドバイザーのQ＆Aと して， 「現在 の状況が続 いても，

健康 リスクがあるとされる100ミ リシーベ ル トまで蓄積 され る可能性はな
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い。」， 「将来の妊娠 も全く心配要 らない。子供も現在の線量で影響が出るこ

とはない。」 との回答等が報 じられている。

【福島民報】

4月1日 には，県内の各地点 の空間放射線量が減少か横ばいであることが測

定値 とともに報 じられてお り，また，いわき市内の水道水の乳児による摂取制

限が解除 されたことが報 じられている （乙A109・26枚 目）。4月2日 に

は，福 島県が 「がんば ろ う ふ くしま ！地産地消運動」をスター トさせ，福島

県知事 も参加 して福島の野菜の安全性がアピールされていることが報 じられて

いる （同 ・27，28枚 目）。

4月3日 には，大気 中の放射性物質濃度の低下傾向が報 じられ （同 ・29枚

目），4月4日 には，30キ ロ圏外 の家庭生活 につ いて 「日常に影響ない」と

の 「放射線Q＆A」 が掲載 されている （同 ・31枚 目）。

4月7日 には，福 島市 な どの36市 町村について農産 物の作付 け 自粛が解除

された と報 じられている。また、県内46市 町村 の公立小 中学校で6日 に入学

式 が行われ たこ とが報 じられている （同 ・32枚 目）。

（5）4． 月8日 ～4．月16日

【全 国紙 】

4月9日 に は，本 件 原 発 の敷 地 内 の高濃 度 の汚 染水 に つ い て移 送 す る作業 が

始 め られ る こ とが報 じ られ て い る （乙A107の42枚 目） 。

4月10日 には ，米 国 エネ ル ギー省 が ，本 件 原 発 か ら40キ ロ メー トル 圏外

の放 射 線 量 は減 り続 け て お り，避 難や 移 住 な どの 必 要 が ない 放射 線 量 に な って

い る との見解 を発 表 した と報 じ られ て い る （乙A107の43枚 目） 。 ま た，

9日 の測 定値 と して ，福 島市 で 毎 時2．00マ イ ク ロシー ベ ル ト，郡 山市 で毎

時1．86マ イ ク ロシー ベ ル ト， い わ き市 で 毎 時0．36マ イ ク ロ シーベ ル ト

で あ るこ とな どが報 じ られ て い る （乙A107の43枚 目） 。
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4月11日 には，本件事故 か ら1か 月が経過 し， これまでの放射線のピーク

は3月15目 か ら16日 であ り，その後各地 で低下傾 向を見せていることが報

じられている。同月10日 午後時点で，福 島市 で毎時1．8マ イ クロシーベル

ト，郡 山市 で毎時1．85マ イ クロシーベル ト，いわ き市で毎時0．33マ イ

ク ロシーベル トで あることな どが報 じられている （乙A107の44枚 目）。

また，同月11日 には，累積線 量 を考慮 して飯舘村等の区域について計画的避

難区域 として新たに指定すること，屋内退避区域の指定については解除され，

20～30キ ロメー トル 圏は新 たに緊急時避難準備 区域に指定 されることなど

が発表されている （乙A107の45枚 目）。

4月13日 には，福 島県が，土壌調査 の結果，政府指示による避難区域，計

画的避難区域及び緊急時避難準備区域以外で検出された放射性セシウムは米の

作付け制限の基準値を下回ったと発表 したことが報 じられている （乙A107

の46枚 目）。 また，IAEAの 専 門家が，1986年 のチ ェル ノブイ リ事故

との比較 について，事故の構造や規模において 「全 く異なる」 （本件事故の事

故構造や規模の方が小 さい）と指摘 している旨が報 じられている （乙A107

の47枚 目）。

4月14日 には，本件原発 の敷地 内の高濃 度の汚染水を回収す る作業の第一

段階が終了 したことが報 じられている （乙A107の48枚 目）。15日 には，

本件原発の取水 口付近の海水を仕切るシル トフェンスを6か 所 に設置す る作業

が14日 に終了 した と報 じられてい る （乙A107の49枚 目）。

4月16日 には，15日 の測 定値 として，福 島市で毎時1．79マ イ クロシ

ーベル ト，郡 山市で毎時1．76マ イ クロシーベル ト，いわ き市 で毎時0．3

3マ イ クロシーベル トであるこ とな どが報 じられている （乙A107の50枚

目）。

【福 島民報】

4月11日 には，東 日本大震災1カ 月 と して，3月15日 に放射線量が上昇
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した後はほぼ一貫 して低下傾向を示 していることがグラフとともに示 されてお

り，1年 間で100ミ リシーベル ト以上 を浴び る と，がんのリスク上昇率 と相

関関係が見 られるとの東大名誉教授の見解が報 じられている （乙A109・3

4枚 目）。

同 日には，いわき市長 が野菜や加工品にっいて安全宣言をした旨が報 じられ

てお り，福 島市花見山での花見の様子が報 じられている （同 ・35枚 目）。

4月15日 に も県内水道水か ら放射性物質が検出されないこと，県内11地

点で放射線 量が減少 か横 ばいにあることが測定値 とともに報 じられている（同・

37，38枚 目）。

4月16日 には，いわき市の10の 県立高校 で1週 間遅れの入学式が行われ

た ことが報 じられ，同月17日 には，25市 町村 で原乳の 出荷制限が解 除 され

たことが報 じられている （同 ・39枚 目，41枚 目）。

（6）4，月17目 ～4．月30日

【全 国紙】

4．月18日 には，4月17日 に被告東京電力が，本件原発 の原子炉の冷却と

放射性物質の放出抑制に向けての工程表7を公表 し，今後3か 月程度で原 子炉 と

使用済み燃料 プールの冷却，原子炉を丸ごと水で包む水棺の実施等を行い （ス

テ ップ1） ，今後6～9か 月程度 で原 子炉 を冷温停止状態にすること等 （ステ

ップ2） を 目標 とす るこ とが報 じられている （乙A107の51枚 目）。 この

よ うな工程表 の公表 に関 しては，避難指示等の対象 となっている避i難者 か ら，

「長すぎ る」 「とにか く早く帰 らせてほしい」などの声が出ていることが報 じ

られている （乙A107の52枚 目，53枚 目）。

7平 成23年4
．月17日 付 け 「福島第一原子力発電所 ・事故の収束 に向けた道筋」 （乙A110）
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また，4月20日 には，19日 に文部科 学省 と厚生労働省 が，避難指示等対

象区域外の福島県内の学校や幼稚園 ・保育園が校舎 ・校庭を利用する際の放射

線量の基準を発表 し，ICRPの 目安 を参 考に して，屋外活動 については毎時

3．8マ イ クロシーベル ト （引用者 注 ：年間20ミ リシーベル ト） を基準 とし

て， これを超える場合には屋外の活動 を制限するとの考え方を示 したことが報

じられている。この点に関して， 「年間20ミ リシーベル トは，人体への影響

はほとんどない数字 と言える。親はいたず らに不安に思わず，今回の基準を冷

静に受け止めて欲 しい。」 との専門家の見解や 「基準の毎時3．8マ イ クロシ

ーベル トは，あ くまで安全を重視 した理論値。ルールの下に過ごせば大丈夫だ

とい うことを子供や保護者に説明 したい。国には継続的なモニタリング調査と

結果の開示を求めていく」 との福島県教育長のコメン トが掲載されている （乙

A107の54枚 目，55枚 目）。

4．月21日 には，20日 午後 の測 定値 として，福 島市で毎時1．65マ イク

ロシーベル ト，郡 山市 で毎時1．63マ イ クロシーベル ト，いわき市 で毎時0．

28マ イ クロシーベル トであ ることな どが報 じられている （乙A107の56

枚 目）。

4月22日 には，本件原発 か ら20キ ロメー トル圏内が警戒 区域 に指定され，

立ち入 りが原則禁止 となること，飯舘村等について計画的避難区域に指定され

ること，20～30キ ロメー トル圏 内の屋 内退避 区域 の指定は解除 され，その

計画的避難 区域か ら外れ る地域 の大部分が緊急時避難準備区域に指定 され る

（同圏内に位置するいわき市の一部区域は指定 されていない。）ことが報 じら

れている （乙A107の57枚 目）。

4月23日 には，22日 午後 の測定値 と して，福島市で毎時1．69マ イ ク

ロシーベル ト，郡山市で毎 時1．56マ イ クロシーベル ト，いわき市で毎時0．

27マ イ クロシーベル トであるこ と，福島県内で屋外活動が制限 されていた1

3の 学校 の うち，4校 で毎時3．8マ イク ロシーベル トの基準 を下回ったこと
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から屋外活動の制限が解除されたことなどが報 じられている （乙A107の5

8枚 目）。

4月26日 には，本件原発 か ら半径20キ ロメー トル圏内の警戒 区域 に指定

された区域の住民の一時立ち入 りについて，5月 の大型連休 明けか ら始 め る考

えを首相が表明したことが報 じられている （乙A107の59枚 目）。

4月27日 には，本件原発 の1号 機 において格納容器 を水で満たす水棺作業

に着手 したことが報 じられている （乙A107の60枚 目）。

4月28日 には，首相 が本件事故 を検証す る第三者委員会を5月 中旬 に立ち

上げ る方針 を明 らかに したと報 じられている （乙A107の61枚 目）。

4月30日 には，福 島県内で屋外 活動が制限されていた9の 学校 の うち，7

校 で毎時3．8マ イク ロシーベル トの基準を下回ったことか ら屋外活動の制限

が解除され，この結果，避難指示の対象区域を除く区域において屋外活動が制

限を受 けるのは伊達市内の小学校2校 だけになった ことが報 じられ ている （乙

A107の62枚 目）。

【福 島民報 】

4月17日 には，積算被 ば くに関す る人体への影響Q＆Aが 掲載 され る とと

もに （乙A109・42枚 目），県内ハ ウス野菜全48点 の放射性物質検査の

結果 がいずれ も暫定基準値を下回るものであったことが報 じられ，また，ふ く

しまの食についての風評被害をなくすため，福島県 と全農県本部が東京で野菜

や加工品の販売会を開催 している様子が報 じられている （同 ・43枚 目）。福

島市の花見 山公 園では桜が満開とな り，1万 人近 い観光客でにぎわった ことが

写真付きで報道 されている （同 ・44枚 目）。

4月18日 には，17日 に被告 が公表 した本件事故 の収束に向けての工程表

について報 じられてお り （同 ・45枚 目） ，同月20日 には，文部科学省 の校

庭等 の利用に関する暫定基準 （毎時3．8マ イ クロシーベル トを超 える場合に

は屋外活動が制限される）について報 じられ，13校 ・園が制 限の対象 となっ
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たことが報 じられている （同 ・46枚 目）。 また，文部科 学省 が実施 した土壌

放射能の数値については全校 ・園で健康上問題 となる数値ではなかったことが

報 じられている （同）。また，この暫定基準で活動制限の対象にならなかった

学校等の子供は外遊びについて気にしなくてよいとの専門家の見解が4月20

日に報 じられ ている （同 ・48枚 目）。

4月20日 には，本件原発 の1か ら4号 機 につ いて外部 電源 の多重化 が完了

した と報 じられ，また，米国の専門部隊も本件原発の事態が悪化する可能性は

低いと判断 したとみ られ ることから来週にも帰国する旨が報 じられている（同・

47枚 目）。

4月21日 には，校庭 等の利用 に関す る暫定基準値の毎時3．8マ イ クロシ

ーベル トの考 え方が報 じられ，また，福島市やいわき市等の県内11地 点 の空

間放射線量率 の測定値 （福島市で毎時1．67～1．77マ イ クロシーベル ト，

郡 山市で毎時1．61～1．80マ イ クロシーベル ト，いわき市で毎時0．2

8～0．32マ イ クロシーベル ト）の状況が報 じられている （同 ・50枚 目）。

同月23日 には，いわき市 のスパ リゾー トハワイアンズでフラガールが練習

を再開したことが報 じられ，いわき市において屋内退避区域の指定が解除 され

たことについて，いわきが安全であることを認めたものとしていわき市長が安

堵 していることが報 じられている （同 ・51枚 目）。

同．月30日 には，屋外活動 の制限がな され ている9校 の うち7校 で前記暫定

基 準を下回 り，屋外活動制限が解除される見込みであることが報 じられている

（同 ・52枚 目）。

（7）小括

以上の とお り，地元紙 のみならず，自主的避難先においても購読 し得る全国

紙においても，本件事故発生直後から平成23年4月22日 頃までにかけて，

本件事故の状況や福島県内の空間放射線量の状況は 日々報道されてお り，避難
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指示等対象区域外の地域における空間放射線量が時間の経過に伴い低減 してい

ることも情報提供がされてお り，避難 指示等対象区域外での放射線被ばくと健

康影響に関する科学的な知見についても繰 り返 し報 じられ，冷静な対応が呼び

かけられているのであって，避難指示等の対象区域外の住民において避難する

ことが求められるとの論調は見 られない。また，本件原発の状況 も平成23年

3月 下旬か らは本件原発敷地内における汚染水の問題な どが報道 されているも

のの，本件原発の原子炉等の冷却がなし得ない状況等への進展が予想 され ると

い う状況にはなく，む しろ，本件原発から少なくとも30キ ロメー トル以上離

れ てい る自主的避難等対象区域内の生活圏の空間放射線量は時間の経過 ととも

に低減 してお り，また，4月17日 には事故 の収束 に向けた道筋 （乙A110）

が公表 され ，冷温停止 に至 るまでの道筋が示 されるに至っていること，4．月2

2日 には， 自主的避難等 対象 区域 か らみてより本件原発に近い20～30キ ロ

メー トル 圏内の屋内退避 指示 が解除 されるなど，このころまでには，本件事故

発生直後の時期に比 して本件原発の原子炉等の状況が…落ち着いていることが報

道 されている。 さらに，4月19日 には学校等におけ る校庭等の利 用に当たっ

ての基準が公表 されてお り，4月 末までには福島県 内の学校 の屋外活動の制限

は概ね解除されてお り，また企業活動についても3月 下旬 か ら4月 にかけて再

開 され るな ど，社会 的活動 も復旧を示していることなどの事情が明らかとなっ

ている。

このような状況や報道による住民への情報提供の内容を踏まえれば， 自主的

避難等対象者において本件事故後の放射線の影響による不安感や本件事故の進

展状況に対する恐怖や不安を感 じるとしても，他方で，概ね4月22日 頃 まで

には， 自らの置 かれ てい る状況や客観的な危険の状況について冷静に判断する

に足 りる情報提供はなされるに至っていると評価することができる。
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3本 件事故発生 当初 の時期 （～平成23年4月22日 頃）以降の状況 につ いて

以下では，上記2を 踏 まえつっ，本件事故発 生当初の時期以降の状況について

も，念のため略述す る。

（1）放射線 に関す る情報 の拡充 に関するもの

ア 事実関係

原子力災害対策本部は，平成23年4月22日 に 「環境モニ タ リング強化

計画 について」を公表 し，事故状況の全体像を把握するとともに，計画的避

難区域等の指定の評価に資す ることなどのために，①今後，現状における放

射性物質の分布状況を把握するために 「放射線量等分布マップ」を作成する

こと，②年間20ミ リシーベ ル トを基準 と して当該地域における事故発生後

1年 間の積算線量が どの程度 になるかを推定する 「積算線量推定マ ップ」を

作成すること，③土壌表層 中の放射性物質の蓄積状況を把握するための 「土

：壌濃度マップ」を作成すること，④米国エネルギー省及び文部科学省が行 う

航空機サーベイにより，広域的な線量分布を把握するとともに，その結果を

踏まえて効果的・効率的な環境モニタリング活動ができるようにす ること等，

環境モニタリングの実施内容及び実施体制に係 る強化計画を公表 した （乙A

153） 。平成23年5月6日 には 「文部科学省及 び米 国エネルギー省航空

機 による航空機モニタリングの測定結果について」 （第1次 航空機 モニタ リ

ング，乙A111） が公表 され，それ 以降 も航 空機 モニタリングが継続的に

実施 され，結果が公表 されている （乙A112） 。

文部科学省 は，平成23年5． 月11日 ， 「『環境モ ニタ リング強化 計画』

を受けたモニタ リングの強化について」を公表 し，今後，測定点を追加する

とともに，これを反映 した 「放射線量等分布マップ」を作成す ることを公表

した （乙A113） 。

また，文部科学省 は，同年7月25日 には，緊急 時避難 準備 区域 の環境モ
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ニタリングについて 「『ふるさとへの帰還』に向けた緊急時避難準備区域に

関する放射線モニタリングアクシ ョンプラン」 （対象 ：南相馬市，田村市，

川内村，広野町，楢葉町）を公表 し，平成23年7月 中に実施 され る環境モ

ニ タ リング結果を踏まえて放射線分布マ ップを作成 し，個別の調査結果につ

いて情報提供するものとした （乙A114） 。

その後 ，文部 科学省 は，平成23年8月2日 に 「放射線量等分布 マ ップ」

を公表 し，本件原発から概ね100キ ロメー トル 圏内の約2000箇 所の測

定地点及び走行 サーベイ において測定された空間線量率について，前述 した

航空機モニタリング結果 との比較も含めて，公表 した （乙A115） 。

また， 同 日，同省 に設置 され た 「モニタ リング調整会議」は， 「総合モニ

タ リング計画」を決定 した （その後，随時改訂）。この計画においては，原

子炉の状態が比較的安定 し，原子炉施設からの放射性物質の放出は十分小 さ

くなってきていると考えられることから，それまで行われてきた緊急時モニ

タリングに対 し，今後は，周辺環境における全体的影響を評価 し，今後の対

策の検討に資するための放射線モニタ リングに移行することが適切であると

して，平成23年 内 に実施す るモニタ リングについて総合的な計画を整理す

るとともに，同年8月 中旬頃 には関係府省 が行 っているモニタリング情報の

提供を受けて，文部科学省のとりまとめにより放射線モニタ リングに係る「ポ

ータルサイ ト」を整備することとされた （乙A116 。 その後，平成25年

4月1日 改訂の総合 モニタ リング計画では，文部科学省に代わって原子力規

制委員会がポータルサイ トを運用することとされ，現在は，同委員会 ウェブ

サイ ト「放射線モニタリング情報」において各種のモニタリング情報が集約 ・

公表 されている。）。

さらに，平成23年10月 には，様 々なモニタ リングの結果 を詳細に確認

できるように 「放射線量等分布マ ップ拡大サイ ト」 も整備 された （乙A11

7） 。 これに よ り，イ ンターネ ッ ト上において，航空機モニタ リング及び放
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射線量等分布マ ップ （各測定地点又は走行サーベイごと）の結果を，各時点

の空間線量率や土壌濃度を選択 して地図上に表示 し，確認することができる

ようになった。

イ 新聞報道の状況

5月7日 には，文部科学省 が第1次 航空機 モニ タ リングの結果 を公表 した

こと，そこでは本件原発から半径80キ ロメー トルの範 囲内で測定 された地

表面の放射線量や放射性物質の量が地図上に表わされていることが報 じられ

ている （乙A118の2枚 目）。

また，7月26日 には，政府 が，緊急時避 難準備 区域の解除に向けた作業

計画 （「ふるさとへの帰還」に向けた緊急時避難 準備区域に関する放射線モ

ニタリングアクションプラン）を発表 したこと，月内に区域内5市 町村の公

共施設 ，通学路，宅地などの放射線量調査を完了 し，その結果 を8月 上旬に

も線量マ ップにま とめるとされていること，年間積算線量が20ミ リシーベ

ル トを超 える と推定 される地域があれば，特定避難勧奨地点の指定や緊急時

避難準備区域の指定継続を検討す る方針であることが報 じられている （乙A

118の4枚 目，5枚 目）。

8月3日 には，モニ タ リング調整会議 が放射性物質の監視 （モニタリング）

につき新たな実施計画 （総合モニタリング計画）をまとめたこと，今後，広

域の線量地図を作成するほか，原発周辺の詳 しい汚染状況を調べ ること，そ

の結果は，住民の健康管理，除染，避難 区域の解除の検討などに生か される

こと，これに伴って全国のモニタリングポス トを250基 増設す ること，緊

急 時避i難準 備 区域で は学校や病院 な ど生活に密着 した施設での測定結果を含

めた詳細な線量地図を8月 中旬 を 目処に作成す るこ と，モニタ リングの結果

を公表する文部科学省のウェブサイ トを見やす く刷新することが報 じられて

いる （乙A118の6枚 目，7枚 目）。
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また，8月9日 には，文部科学省 が放射線量や放射性物質に関す る情報を

集約 したインターネ ットポータルサイ ト 「放射線モニタ リング情報」を開設

したことが報 じられている （乙A118の8枚 目，9枚 目）。

その後 ，10月19日 には，文部科学省 が，各地の放射線量や土壌中のセ

シウム濃度の分布地図を拡大 して見 られ る詳細版をウェブサイ トで公開した

こと （放射線量等分布マップ拡大サイ ト），道路や住宅地，公共施設の位置

が分かる2万5千 分 の1の 地図上に放射線量やセ シウムの分布が重ねて表示

されること，地名や施設名を検索 してその場所の線量地図を表示することも

できることが報 じられている （乙A118の21枚 目）。

（2） 本件原発 の状況 と避難 指示等の解除及び見直 しに関す るもの

ア 事実関係

（ア）ステ ップ1の 終 了 と緊急時避難準備 区域 の解除

政府 と被告東京電力は，平成23年7月19日 ，事故の収束 に向けた道

筋の進 捗状況を公表 し （乙A119） ，原子炉の安定的な冷却等ができて

いること，本件原発の敷地境界における被ばく線量評価は最大でも年間1．

7ミ リシーベル トとなってお り， 「放射線量が着実に減少傾向となってい

る」 とのステップ1の 目標 を概ね達成 した ことを確認 した。

その後，原子力災害対策本部は，平成23年8月9日 ， 「避難 区域 等の

見直 しに関す る考え方」を公表 し，当時の避難指示等の うち，緊急時避難

準備区域及び警戒区域の指定については 「原子力発電所の状況が安定 して

いないことを理由として，発電所か ら一定の距離を確保するために避難 や

避難準備を求めているもの」 と位置付け，また，計画的避難区域について

は 「事故発生後1年 間に住 民が受 ける積算線量が20ミ リシーベル トを超

えると推計 され ることを理由として，放射線による影響を低減 させるため

に避難 を求めているもの」 と位置づけた上で，今後の見直 しについては，
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①原子炉施設の安全性 を評価 し，発電所からどの程度の距離を確保す るこ

とが必要かを判断 し，②区域内の放射線量を詳細にモニタ リングし住民の

安全が確保 されているか否かを確認 した上で，③公的サービス ・インフラ

等を含め，住民の生活環境の復旧の 目途がたった時点で見直 しを実行する

もの とした。

その上で，緊急時避難準備区域については，ステ ップ1の 終了に より原

子力発電所 の状況が著しく改善 したことを踏まえて検討 した ところ，原子

炉施設の安全性の観点か らは解除の妥当性が確認 されたこと，前述 した，

放射線量等分布マップなど通常のモニタ リングに加 えて， 「『ふるさとへ

の帰還』に向けた緊急時避難準備区域に関する放射線モニタリングアクシ

ョンプラン」に沿って学校や公共施設のほか，市町村の個別の要望に対応

したモニタリングを実施 したところ，空間線量率などの観点からも，緊急

時避難準備 区域において基本的に安全性が確認 されたことか ら，今後，各

市町村による復 旧計画の策定とその検討を経て，一括 して区域指定を解除

す るという考えが示 された （乙A120） 。その後 ，かか る考 え方及 び各

市町村 （南相馬市，田村市，川内村，広野町，楢葉町）が提出した 「復旧

計画」を踏まえ，原子力災害対策本部は，平成23年9月30日 に 「緊急

時避難準備 区域 の解除について」を公表するとともに （乙A26） ，同 日，

緊急時避難 準備 区域の指定を解除 した。

このように，緊急時避難i準備 区域 については，既 に平成23年8月9日

の時点 において，本件原発 の状況改善や詳細なモニタリング結果を踏まえ

た空間線量率等の状況に照 らして指定を解除す ることが妥当と判断 され

たものであ り，その後，住民の生活環境の復旧の目途を確認 し，同年9月

30日 に同指定は解 除 され ている。

（イ）ステップ2の 完了及び警戒区域及び避難指示区域の見直し
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原子力災害対策本部及び被告東京電力は，平成23年12月16日 ，圧

力容器底部及び格納容器 内の温度は概ね100℃ 以下になってお り，注水

を継続す ることにより格納容器 内の蒸気の発生が抑えられ，格納容器 から

の放射性物質の放出が抑制 されている状態であ り，格納容器からの放射性

物質の放出による敷地境界における被ばく線量は0．1ミ リシーベル ト／

年 であって，1ミ リシーベル ト／年 の 目標 を下回っていること，循環注水

冷却システムの中期的安全が確保 されていることが確認 できたことを踏

まえ，原子炉は 「冷温停止状態」に達 し，不測の事態が生じた場合も敷地

境界における被ば く線量が十分低い状態 を維持す ることができるよ うに

な り，安定状態を達成 し，事故そのものは収束に至ったと判断できるとし

て， 「放射性物質の放出が管理 され，放射線量が大幅に抑えられてい る」

というステップ2の 目標達成 と完 了を確認 した （乙A29） 。

そ して，政府は，平成23年12． 月26日 には 「ステ ップ2の 完了 を受

けた警 戒 区域及 び避 難指示区域の見直 しに関する基本的考え方及び今後

の検討課題について」 （乙A30） を とりま とめ，線量 の低い地域 は除染

を進めて避難指示解除を準備す ることなども含 めて警戒 区域及び避難指

示区域の見直 しに関する基本的な考え方を提示 し，平成24年3月30日

まで を 目途 として避 難指示 区域 の見直 しを行 うことを決定 した （その後，

警戒区域及び計画的避難区域について，帰還困難区域，居住制限区域，避

難指示解除準備区域への見直 しが行われた。）。

イ 新聞報道の状況

7月20日 には，首相が 「ステ ップ1」 について 「かな りの部分 で進捗 し，

一部では予定を超えた進捗が見 られた」と述べたこと，政府 ・東電統合対策

室が今後3～6か 月 の 「ステ ップ2」 で原子炉 を冷温停止状態 に して住民避

難の解除を始めることなどを内容 とする新工程表 を公表 したこと，原発事故
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担当相が緊急時避難 準備区域の解除を先行 して検討すると説明したことが報

じられている （乙A118の3枚 目）。

8月10日 には，内閣府 と文部科学省 が，緊急時避難準備 区域の放射線分

布マップを公表 したこと，学校や病院など主要施設の線量調査結果 も発表 し

たことのほか，その主要箇所におけるモニタリング結果が報 じられている（乙

A118の12～17枚 目）。 また，政府 が， 関係5市 町村 によ り 「復 旧計

画」が策 定 されることを条件 として緊急時避難準備 区域 を解除する方針 （避

難区域等の見直 しに関する考え方）を正式に決定 したこと，9月 上旬 に も緊

急時避難 準備 区域 の一括解除が行われる見通 しとなったことのほか，今後，

ステ ップ2の 完 了に当た っては警戒 区域の縮小の可否や計画的避難区域の範

囲見直 しを検討す ることとされたことが報 じられている （乙A118の10

枚 目）。

9月26日 には，政府 が29日 又は30日 に緊急時避難i準備 区域 を解 除す

る方針 を固めた ことが報 じられてお り （乙A118の19枚 目） ，9月30

日には，同 日，緊急 時避難準備 区域が解除 されることが報 じられている （乙

A118の20枚 目）。

その後 ，12月16日 か ら17日 には，政府がステ ップ2の 完 了 を確認 し

た こと，今後 ，警戒区域の見直 しにも着手することが報 じられている （乙A

118の25～27枚 目）。さらに，12月26日 か ら27日 には，政府 が，

避難 区域 の見直 しに向けた考え方を公表 し，翌年3月 末 をめ どに「帰還 困難 」

（年間50ミ リシーベル トを超 える区域）， 「居住制限」 （年間20ミ リシ

ーベル トを超 え る区域）， 「避難指示解除準備」 （年間20ミ リシーベル以

下の区域）の3区 域 が指定 され ること， これに伴い，現在の警戒区域 と計画

的避難区域が廃止 されることが報 じられている （乙A118の30枚 目，3

1枚 目）。
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（3） 除染特措法の成立 と基本的な除染方針の策定に関するもの

ア 事実関係

平成23年8月26日 に 「平成 二十三年三月十一 日に発生 した東北地方太

平洋沖地震に伴 う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環

境の汚染への対処に関する特別措置法」 （以下 「特措法」 とい う。）が成立

し，同月30日 に公布 された。原子力災害対策本部は，特措法施行までの除

染方針に関して，平成23年8月26日 に 「除染 に関す る緊急実施基本方針」

を決定 した （乙A121） 。

同基本方針 において は，避難 指示の対象地域では国が除染を実施すること，

現存被ば く状況 （年間20ミ リシーベル ト以下の地域） にあ る地域において

は長期的な 目標 として追加被ば く線量を年間1ミ リシーベル ト以下 とす るこ

と，国が市町村の除染計画の作成 ・実施に対 して技術的 ・財政的な支援を行

うことが示 された。 自治体によっては，平成23年 秋 には同基本方針 に基づ

く除染実施計画 （第一版）を策定 ・発表してお り，例えば，福島市の 「ふ る

さと除染実施計画」 （平成23年9月27日 ），川 内村 のr川 内村 除染 実施

計画 （第一版）」 （平成23年9月28日 ），伊達市の 「伊達市除染 実施計

画 （第一版）」 （平成23年10月 ），南相馬市の 「南相馬市除染計画 （第

一版）」 （平成23年11月10日 ））が挙 げ られ る。

その後，平成23年11． 月11日 には，正式 に特措法 に基づ く基本方針が

閣議決定され，そ こでは 「除染に関する緊急実施基本方針」の考えが引き継

がれ，追加被ばく線量が年間20ミ リシーベル ト未満 である地域 については

長期的な目標 として追加被ばく線量を年間1ミ リシーベル ト以下 とす ること

な どが定められた。平成23年11月22日 には，内閣府 が 「除染 技術 カタ

ログ」を発表 したほか，同年12月14日 には，環境省 が特措法 に基づ く除

染方法等を体系的にとりまとめた 「除染関係ガイ ドライン」を，同月27日

には， 「廃棄物 関係 ガイ ドライ ン」 （事故 由来放射性物質により汚染 された
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廃棄物の処理等に関す るガイ ドライン）を策定 ・公表するなど，除染等を行

うためのガイ ドラインも順次整備 された。

さらに，環境省は，平成23年12月19日 ， 「放射1生物質汚染 対処特措

法 に基づ く汚染廃棄物対策地域，除染特別地域及び汚染状況重点調査地域の

指定について （お知 らせ）」において，今後，汚染廃棄物対策地域及び除染

特別地域を指定するほか，8県102市 町村 を対象 として汚染状況重点調査

地域の指定を行 う旨を公表 し，同月28日 には正式に告示 として公布 された

（乙A122） 。 この公 表に当たっては，①特措法に基づ く基本方針の内容

（長期的な 目標を追加被ば く線量が年間1ミ リシーベル ト以 下 としてい るこ

と等），② 「放射線量が1時 間当た り0．23マ イ クロシーベル ト」の考 え

方 （年 間追加被ばく線量1ミ リシーベル ト＝毎 時0．23マ イク ロシーベ ル

トとい う考 え方） ，③汚染状況重点調査地域が 「その地域の平均的な放射線

量が1時 間 当た り0．23マ イ クロシーベル ト以上の地域 を含む市町村を，

地域内の事故由来放射性物質による環境の汚染の状況について重点的に調査

測定をすることが必要な地域 として，市町村単位で指定するもの」であるこ

と，④今後，汚染状況重点調査地域 として指定を受けた市町村の全域が除染

実施計画を定める区域になるわけではなく，各市町村が除染実施計画を定め

る区域を具体的に判断 してい くことも説明されている。

イ 新聞報道の状況

8月26日 には，政府 が除染 に関す る基本方針 （除染に関する緊急実施基

本方針）を決定 したこと，2年 後 に居住地域 の放射線 量を半減 させることや

子供の1日 あた りの被 ば く量 を現在 よ り6割 程度低減す ることな どが 目標 と

されていること，積算線量が年間20ミ リシーベル ト以上 となっている地域

については段階的かつ迅速に縮小することを目指す とされたこと，20ミ リ

シーベル ト以下の地域 は長期 目標 として年間1ミ リシーベル ト以下を 目指す
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とされたことが報 じられている （乙A118の18枚 目）。

また，11月11日 には，政府 が，翌年1月1日 に全面施行 され る特措法

に基づいて基本方針 （特措法に基づく基本方針）を閣議決定 したこと，学校

や公園など子供が生活する場所の除染を優先 し，被ばく線量が年間20ミ リ

シーベル ト未満 の地域 については長期的に年間1ミ リシーベル ト以 下 とす る

こ とを目標に掲げていること，2013年8月 末までに一般人の被 ば く量 を

半減 させ，子供の被ばく量を60パ ーセ ン ト減少 させ ることを 目指す とされ

たことが報 じられている （乙A118の22枚 目）。

その後 ，12月12日 には，環境省 が，年 間1～20ミ リシーベル トの地

域 での除染方法 をまとめたガイ ドライン （除染関係ガイ ドライン）案を同省

の有識者検討会に提示 したことやその主な内容が報 じられている （乙A11

8の23枚 目）。

また，12月20日 には，環境省 が8県102市 町村 を 「汚染状況重点調

査地域 」に指定する旨を発表 し，28日 に告示 され ること， これは放射線量

が毎時0．23マ イ クロシーベル ト（年 間追加被 ばく線量1ミ リシーベル ト）

以上 となっている地域を指定するものであること，毎時0．23マ イ クロシ

ーベル トとは 自然放射線量0 ．04マ イ クロシーベル トに追加被 ば く0．1

9マ イ クロシーベル トを加 えた ものであること，そのような場所で1日 の う

ちに屋外 に8時 間，屋 内に16時 間滞在す る生活 をす る と年間被 ばく量が1

ミリシーベル トにな ることのほか，具体的な指定地域の内訳が報 じられてい

る （乙A118の28枚 目，29枚 目）。

（4） 低線量被 ば くに関す る科学的知見の整理に関す るもの

ア 事実関係

平成23年11月 に，政府 の要請 によ り，内閣官房の放射性 物質汚染対策

顧問会議の下に 「低線量被ばくの リスク管理に関す るワーキンググループ」
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が設置され，低線量被ばくと健康影響に関する国内外の科学的知見の整理等

が行われ，同年12月22日 ，その結果 を取 りま とめた報告書 （WG報 告書，

乙A37） が公表 された。

WG報 告書 の内容 にっいては，上記2で 述べた とお りの本件事故発 生直後

より新聞報道等において情報提供がなされていた内容 と変わるものではない

が，その結論 としては，国際的な合意に基づ く科学的知見によれば，放射線

による発がん リスクの増加は，100ミ リシーベル ト以下の低線量被 ばくで

は，他の要因による発がんの影響によって隠れてしま うほど小さく，放射線

による発がんの リスクの明らかな増加を証明す ることは難 しく，現在の避難

指示の基準である年間20ミ リシーベル トの被 ば くに よる健康 リスクは，他

の発がん要因によるリスクと比べても十分に低い水準であることが明 らかに

されている。

なお，WG報 告書については，パ ンフ レッ トも作成 ・配布 されている （乙

A40） 。

イ 新 聞報道 の状況

12月16日 には，長期間の低線量被 ば くの健康影響を検討す る政府の作

業部会 （低線量被ばくのリスク管理に関するワーキンググループ）が，2年

後 までの中間 目標値 を年 間10ミ リシーベル トとし，達成後 は年 間5ミ リシ

ーベル トへ と段階的に下げる案 を例示 した報告書 （WG報 告書） をま とめた

こと，WG報 告書では，20ミ リシーベル トの被ば くでがんな どの健康被害

が起きるリスクは喫煙など他の要因と比べても十分に低 く，今後一層の低減

を 目指すためのスター トラインとしては適切であると評価 されていること，

上記の中間 目標値はICRPの 提言 を参考 に した もので あ り，それは安全 と

危険の境界値ではなく，被ばくの限度を示す数値でもない とされていること

が報 じられている （乙A118の24枚 目）。

40



（5） 空 間 放射 線 量 の低減 の継 続

乙A第123号 証 の とお り，い わ き市 にお い ては ，例 えばrJR久 ノ浜 駅 」

に お い て，4月1日 に1．05マ イ ク ロシー ベ ル ト／ 時 ，5月1日 に0．49

マ イ ク ロシーベ ル ト／ 時 ，9月1日 に0．36マ イ ク ロシーベ ル ト／ 時 ，12

月1日 に は0．30マ イ ク ロシーベ ル ト／ 時 となっ てお り， 「い わ き市 勿 来 支

所 」 で は4月1日 に0．41マ イ ク ロシー ベ ル ト／ 時，5月1日 に0．15マ

イ ク ロシーベ ル ト／ 時 ，9月1日 に0．10マ イ ク ロシーベ ル ト／ 時 ，12月

1日 に0．09マ イ ク ロ シー ベル ト／ 時 とな って お り，他 の測 定 地 点 で も 同様

に低 減 して い る。

郡 山市 に お い て は，例 えば 「郡 山市 逢 瀬 行政 セ ンター 」で は，4．月1日 に1．

20マ イ ク ロシー ベ ル ト／ 時 ，5月1日 に0．60マ イ ク ロシーベ ル ト／ 時 ，

9月1日 に0．52マ イ ク ロシー ベ ル ト／ 時 ，12月1日 に は0．50マ イ ク

ロシー ベル ト／ 時 とな って お り，「郡 山市 立 田母 神 小 学校 」で は4月1日 に0．

40マ イ ク ロシー ベ ル ト／ 時 ，5．月1日 に0．10マ イ ク ロシーベ ル ト／ 時 ，

9月1日 に0．23マ イ ク ロシー ベ ル ト／ 時 ，12． 月1日 に は0．21マ イ ク

ロ シーベ ル ト／ 時 とな っ て お り， 多 少 の前 後 は あ りな が らも，5月 以 降 に お い

て はそれ 以 前 に比 して低 減 傾 向が認 め られ る。

福 島市 にお い て は ，「農 業 総 合 セ ン ター果 樹 研 究 所 」にお いて4月1日 に1．

39マ イ ク ロ シーベ ル ト／ 時 ，5．月1日 に0．89マ イ ク ロ シーベ ル ト／ 時，

9月1日 に0．63マ イ ク ロ シーベ ル ト／ 時 ，12月1日 に0．52マ イ ク ロ

シーベ ル ト／ 時 とな っ てお り， 「ふ く しま 自治研 修 セ ン ター 」 で は4月1日 に

0．66マ イ ク ロシー ベ ル ト／ 時 ，5月1日 に0．49マ イ ク ロシー ベ ル ト／

時 ，9月1日 に0．35マ イ ク ロシ ーベ ル ト，12月1日 に0．33マ イ ク ロ

シーベ ル ト／ 時 とな って お り，測 定地 点 に よ って 多少 の前後 は あ りな が ら も，

5月 以 降 に お い て はそ れ 以 前 に比 して低 減傾 向が認 め られ る。
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（6） 小括

この よ うな4月22日 頃以降の状況 は，4月22日 頃までに社会的 に認識 さ

れ るに至っている本件原発の状況や 自主的避難等対象区域内の空間放射線量の

低減の傾向を悪化 させる状況を示すものではなく，む しろ，本件事故発生当初

の時期 を脱 した中で，放射線量に関する住民へのより精緻な情報提供への取組

（上記 （1） ），4月17日 に公表 された本件事故収束へ の道筋の着実な履行

（上記 （2） ），年間20ミ リシーベル トとい う緊急時の基準ではな く，年間

1ミ リシーベル トとい う平常時 の基準を目指 した，放射線量低減に向けての除

染の取組の法制化 （上記 （3） ）， リスク コミュニケーシ ョンに資する科学的

知見の整理 ・公表 （上記 （4） ），4月22日 以降の空 間放射線量 の引き続い

ての低減 （上記 （5） ） な どの動 向や状況 を示す ものである。

特に本件原発の状況については，確かに，4月17日 に公表 され た本件事故

収 束へ の道 筋に基づき，概ね4月22日 頃以降 も，事故収束 に向けた作業は本

件原発敷地内で継続 されていたものであるが，本件原発から少なくとも30キ

ロメー トル以上離れ た 自主的避難等対象区域内の住民の生活圏においては，前

述のとお り空間放射線量は低減 してお り，上記2で みた とお りの4月22日 頃

までに新聞報道 がな され てい る情報提供の状況等からすれば，同 日頃以降にお

いて本件原発が具体的な危険を新たに生 じさせていると評価すべき実情にはな

いというべきである。

したがって，このよ うな概ね4月22日 頃以降の状況 を踏 まえれ ば， 自主的

避難 等対象者において本件事故後の放射線の影響による不安や本件事故の進展

状況に対する恐怖や不安を引き続き感 じるとしても，それまでに新聞報道等に

より提供 されている客観的な情報等に照 らせば，概ね4月22日 頃以降 におい

て，本件事故後 の本件原発の状況や 自主的避難等対象区域内での社会活動等は

引き続き落ち着きを見せてお り，自主的避難 等対象者 において本件事故の進展
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や放射線被ばくへの不安，恐怖が相当程度に大きいと評価すべき状況からは脱

しているもの と評価することができる。

4新 聞報道以外 での情報提供の状況について

以上のような新聞報道の外にも，本件事故発生直後 より，政府や専門機関等に

おいて，以下のとお りの情報提供が行なわれている。

（1）政府 か らの情報

政府か らも本件事故直後より，被災者に向けて様々な情報が発信 されている。

経済産業省は，平成23年3． 月23日 ，原子 力安全委員会 による 「避難 ・屋内

退避区域外にお住まいの皆様へのQ＆A」 （乙A51） を公表 し，冷静 な対応

を呼びかけている。

また，政府原子力災害現地対策本部は，平成23年3月29日 以 降，被 災

地域 向けニ ュー ス レターを発行す るとともに，24時 間対応 の相 談 窓 口を設

け，広報活動 ・相談窓 口機能の拡充 を図っている （乙A52の1～8） 。

さ らに，厚 生 労働 省 は，平成23年4月1日 ， 「妊 娠 中の方 ，小 さなお子

さんをもつお母 さんの放射線への ご心配にお答 えします。～水 と空気 と食べ

ものの安心のために～」とい うパ ンフレッ トを作成するとともに ウェブサイ

トに掲載 し， 「避難指示や屋 内退避指示が出ているエ リア外 で放射線がおな

かの中の赤ちゃんに影響 をお よぼすことは，まず，考 えられません。また，

国や 自治体か ら指示がない限 りは，妊娠中だか らとい う理由で特別な対処が

必要，とい うことはあ りませ ん。」 と記載 している （乙A53） 。

（2）福 島県か らの情報

福 島県知事 も，平成23年3月22日 及び 同年4月1目 に，県民に対 して落

ち着 いて行動 していただきたいとのメッセージをウェブサイ ト上に掲載 してい
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る （乙A54の1，2） 。

（3） 医療 関係者 か らの情報

公益社団法人 日本医学放射線学会は，平成23年3月18日 には 「放射線被

ば くな どに関す るQ＆A」 を ウェブサイ ト上 に掲載 し，放射線被ばくに関する

科学的知見を提供するとともに，適切かつ冷静な判断を促 している（乙A55） 。

また ， 日本産科婦 人科 学会 は，平成23年3月24日 ， 「水道水 につ いて

心 配 してお られ る妊娠 ・授乳中女性へのご案 内」 （乙A56） を公表 し，科

学 的根拠 を明 らか に しなが ら，妊娠 中 ・授乳中女性が軽度汚染水道水を連 目

飲んで も，母体な らびに胎児に健康被害は起こらず，授乳を持続 して も乳幼

児に健康被害は起 こらない と推 定され る旨を明 らかに している。

5避 難 指示等 の対象 区域 外の空 間放射線量の状況 と本件原発からの距離

本件事故後における福島県内の空間放射線量の推移及びその本件原発 との距離

は次表の とお りであり （乙A124， 福 島県が ウェブサイ トで公表 している環境

放射能測定結果 （暫定値）の抜粋である。），政府による避難 指示の基準 となる

年間20ミ リシーベル ト （毎時3．8マ イ クロシーベル ト） を大 き く下回ってい

る上，自主的避難 等対象区域は，避難指示等対象区域 となった区域に比 して本件

原発か らの距離が遠 く，また，空間放射線量も相対的に低 く，会津地域について

は，本件事故による精神的損害の賠償の対象区域 とされている浜通 り地域及び中

通 り地域 との比較でも，本件原発からの距離が遠 く，空間放射線量も低いものと

なっている。

平成28年12． 月1日 時点にお ける福 島県内の市の放射線量 と世界の主要都市

との放射線量 との比較では，福島市が0．17， 郡 山市が0．10， いわき市が

0．07各 毎時マイ クロシーベル トで あるのに対 し，シンガポールが0．17，
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ミュ ンヘ ンが0．12， 北 京 及 び パ リが0．10各 毎 時 マ イ ク ロシー ベ ル トで あ

り， ほ ぼ 同 じ水 準 に あ る （乙A125の5頁 ）。

本 件 事 故発 生後 約1年 間 にお け る 自主的避 難 等 対 象 区域 等 の 空 間放 射線 量 デー

タにつ いて は ， 第24回 審 査 会 （平成24年2． 月23日 開催 ） の参 考 資料 と して

配布 され て い るが （乙A126） ， これ らの デ ー タ をみ て も，上 記 の傾 向 が 明確

とな って い る。 さ らに， 空 間放 射 線 量 の時 系列 に従 った 分布 推 移 につ い て は ，第

18回 審 査会 （平 成23年12月6日 開催 ） の参 考 資 料 と して配布 され た 自主 的

避 難i関連 デ ー タ （乙C58） の19～21頁 にお い て も， 時 間 の経過 につ れ て減

少 してい る経 過 が示 され て い る。

単位 ：μGy／h≒μSv／h（マイクmグレイ／時間≒マイクロシーベルト！時間）

地点 （本件原発からの距離）
平成23年

4月1日

平成24年

4月1目

平成25年

4月1日

平成26年

4．月1日

平成27年

4月1日

平成28年

4月1日

平成29年

4月 旧

匠曝北

国見町 ・国見町役 場 （65㎞） 1．19 0．23 0．21 0．14 0．11 0．05 0．05

桑折町 ・福島北警察署桑折分庁舎

【平成24年4月1日 以降は，桑折町役

捌 （66㎞）

1．56 0．20 0．15 0．11 0．09 0．06 0．06

伊達市 ・伊達市役所 （60㎞）【平成
24年4月1日 以降は，伊達市役所保原

本庁舎】

2．00 050 0．33 0．21 0．20 0．15 0．14

福島市 ・農業総合セ ンター果樹研究

所 【平成24年4月1日 以降，大門の湯

駐車場】（68㎞）

1．43 0．31 0．24 0．23 0．21 0．11 0．08

福島市 ・福島市役所（62㎞）【平成24

年4月1日 以降，東部学校給食セ ンタ
ー60㎞ ）】

2．31 0．61 0．48 0．22 0．19 0．14 0．12

福島市 ・福島西IC（64㎞ ） 1．77 051 0．43 0．31 0．27 0．22 0．18

福 島市 ・ふ くしま 自治研修セ ンター

（66㎞）
0．62 0．22 0．17 0．13 0．13 0．10 0．08

川 俣町 ・川俣 町役場 （46㎞） 1．50 0．25 0．21 0．18 0．15 0．U 0．04

二本松市 ・二本松市役所 （55㎞の 2．82 0．64 0．40 0．29 0．26 0．20 0．17

二本松市 ・二本松市役所東和支所

（44㎞）
1．37 0．44 0．37 0．26 0．17 0．14 0．13

大玉村 ・大玉村役場 （59㎞） 1．33 0．28 0．20 0．15 0．15 0．11 0．08

本 宮市 ・本宮市役所 （56㎞） 1．88 0．32 0．20 0ユ3 0．11 0．08 0．07

鞄阜中

三春町 ・三春 町役場 （47㎞） 0．49 0．26 0．18 0．15 0．14 0．11 0．10

郡 山市 ・郡山市役所 （59㎞） 1．93 0．57 0．38 0．24 0．20 0．16 0ユ5

郡 山市 ・福島県農業総合セ ンター

（56㎞）
1．88 1．32 0．94 0．21 0．19 0．16 0．14

郡 山市 ・ビ ッグパ レッ トふ く しま

【平成24年4月1日 以降は，安積 行政
1．25 0．33 0．25 0．19 0．12 0．10 0．09

45



地点 （本件原発か らの距離）
平成23年

4月1日

平成24年

4月1日

平成25年

4月1日

平成26年

4月1日

平成27年

4月1日

平成28年

4月1日

平成29年

4月1日

セ ンター 】（58㎞ ）

郡山市 ・郡 山市立田母神小学校 【平

成24年4月1日 以降は，田村地域交流
セ ンター】（45㎞）

1．2 0．18 0．20 0．20 0コ6 0．13 0．10

郡 姉 ・逢瀬行政セ ンター （66㎞） 1．0 049 0．38 0．23 0．20 0．11 0．10

須賀川 市 ・須賀川市役所 （59km） 041 0．15 0．12 0．11 0．12 0．10 0．09

小野町 ・小野町役場 （38㎞） 0．17 0．09 0．08 0．07 0．08 0．06 0．06

石川町 ・石川 町役場 （59㎞） 0．21 0．08 0．06 0．05 0．06 0．05 0．06

古殿町 ・古殿 町役場 （55㎞） 0．23 0．13 0．10 0．08 0．08 0．07 0．06

鏡石町 ・鏡石 町役場 （63㎞） 0．48 0．16 0．13 0．U 0ユ0 0．08 0．07

天栄村 ・天栄村役場 （71㎞） 153 0．29 0．22 0．16 0．14 0．10 0．09

玉川村 ・玉川村役場 （59㎞） 0．26 0．08 0．07 0．06 0．08 0．06 0．06

浅川町 ・浅川 町役場 （66㎞） 0．25 0．08 0．06 0．05 0．05 0．04 0．04

平 田村 ・平 田村役場 （46㎞） 0．20 0．10 0．09 0．08 0．09 0．07 0．07

萬県南

鮫川村 ・鮫川村役場 （62㎞） 0．27 0．09 0．08 0．06 0．06 0．05 0．05

西郷村 ・西郷村役場 【平成25年4月1

日以降 は，西郷村文化セ ンター 】（8

3㎞ ）

1．02 0．38 0．28 0．22 0．20 0．10 0．10

泉崎村 ・泉崎村役場 【平成29年4月1

日該 当な し】（72㎞）
0．79 0ユ9 0ユ5 0．09 0．10 0．08 一

中島村 ・中島村役場 （67㎞） 0．31 0．09 0．08 0．08 0．08 0．06 0．06

矢吹町 ・矢吹町役場 （65㎞） 0．56 0．14 0．12 0．11 0．10 0．08 0．07

棚 倉町 ・棚倉町役場 （71㎞） 0．47 0．19 0．15 0．12 0．11 0．10 0．09

矢祭町 ・矢祭 町役場 （81㎞） 0．14 0．06 0．05 0．04 0．04 0．04 0．04

塙町 ・塙 町役場 （75㎞） 0．34 0．10 0．07 0．06 0．06 0．06 0．06

口会津

喜多方市 ・喜多方市役所 【平成24年

4月1日 以降，該 当な し】（105㎞）
0．20 一 一 一 一 一 一

北塩原村 ・北塩原村役場 （99km） 0．29 0．11 0．09 0．07 0．09 0．06 0．06

西会津町 ・野沢小学校 【平成24年4月

1日以降，西会津 町役場】（123㎞）
0．10 0．06 0．05 0．05 0．06 0．05 0．06

磐梯町 ・磐梯 町役場 （93km） 0．23 0．10 0．08 0．07 0．09 0．06 0．06

猪苗代町 ・猪苗代町役場 （82㎞） 0．22 0．07 0．07 0．07 0．07 0．06 0．05

会津坂下町 ・会津坂下町役場 【平成

27年4月1日 以降，会津坂 下町 中央公

民館 】（108㎞）

0．28 0．13 0．10 0．08 0．08 0．06 0．05

湯川村 ・湯川村公民館 【平成25年4月

1日以降，湯川村役場 】（102㎞）
040 0．13 0．11 0．09 0．10 0．06 0．06

柳津 町 ・柳津町役場 【平成24年4月1

日以降 ，柳 津町役 場前水 道管理 施

設 】（116㎞）

0．22 0．07 0．04 0．06 0．05 0．05 0．04

三島町 ・三 島町役 場 （122㎞ ） 0．15 0．08 0．08 0．07 0．07 0．06 0．06

金 山町 ・金 山町役 場 （132㎞ ） 0．14 0．07 0．06 0．06 0．07 0．05 0．05

昭和村 ・昭和村役場 （125㎞∋ 0ユ7 0．06 0．06 0．06 0．07 0．05 0．05

会津美里町 ・会津美里町役場高田支

所 【平成24年4月1日 以降，会津美里
町役場高田庁舎】

（104㎞）

0．21 0．07 0．06 0．05 0．06 0．05 0．04

糎南会津 相双 いわき市

下郷町 ・下郷 町役場 （103㎞） ｜ α091α0510051α051α0510個10僧
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地点 （本件原発からの距離）
平成23年

4月1日

平成24年

4月1日

平成25年

4．月1日

平成26年

4月1日

平成27年

4月1日

平成28年

4月1日

平成29年

4月1日

檜枝岐村 ・檜枝岐村役場 （151㎞） 0．09 0．05 0．05 0．04 0．04 0．05 0．03

只見町 ・只見町役場 【平成24年4月1

日以降，只見町町下広場野球場 】（1 0．09 0．04 0．03 0．03 0．03 0．05 0．03

51㎞ ）

相馬市 ・相馬 市役所 【平成24年4．月1

日以降，スポーツア リーナそ うま】 057 0．31 0．26 0．21 0．11 0．09 0．09

（43㎞ ）

新地町 ・新地町役場 （52㎞） 0．44 0．19 0．15 0．11 0．12 0．08 0．07

い わき市 ・いわき市三和支所 （43k
0．38 0．11 0．09 0．07 0．09 0．07 0．06

 

In）

い わき市 ・いわき市小川支所 （35k
0．45 0．09 0．07 0．06 0．06 0．06 0．05

 

m）

い わき市 ・いわき市勿来支所 （61k
0．38 0．07 0．05 0．05 0．04 0．04 0．04

 

m）

い わき市 ・いわき市 田人支所 （59k
1．31 0．21 0．U 0．08 0．07 0．06 0．05

 

m）

いわ き市 ・いわき市小名浜支所 （5
0．31 0．06 0．05 0．04 0．04 0．03 0．03

 

3㎞ ）

いわき市 ・小名浜藤源埠頭 【平成24

年4月1日 以降 ，アクアマ リンふ くし 0．61 0．09 0．08 0．07 0．04 0．04 0．03

ま 】 （54㎞ ）

いわき市 ・いわき市四倉支所 （35k
0．74 0．10 0．07 0．06 0．05 0．05 0．05

 

m）

いわき市 ・JR久 ノ浜駅 【①平成24年

4月1日 以降，久之浜 ・大久支所 ②

平成26年4月1日 以降，久之浜地区防 1．05 0ユ2 0．09 0．08 0．07 0．06
一

災拠点施設 （設備予定地），平成29年

4月1日 該 当な し】（31㎞）

※1日 の うちの2回 目 （又 は17時 ）の数値 を採用 （ただ し，■会津 ，及び■南会津 ・相双 ・いわき

市の 「いわ き市四倉支所 」及び 「JR久 ノ浜駅」については平成23年4月1日 のみ1回 目の数

値，また，■会津の 「北塩原村 ・北塩原村役場 」については平成29年4月1目 のみ17時 の数

値）

6避 難指示等対象区域外における空間放射線量と健康影響に関する科学的知見

以下では，このような空間放射線量であることを踏まえつつ，放射線の健康影

響に関する基礎的事項と科学的知見についてその要旨を整理して述べる。

（1）我々は社会生活上自然放射線等による低線量の放射線被ばくを受けているも

のであること

放射線は自然放射線と人工放射線に大別することができるところ，自然放射

線 とは，宇宙から地球に降 り注いでいる宇宙放射線や土壌中，大気中，海水中
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に存 在 す る放 射性 物 質 に 由来 す る放 射 線 の こ とを い う。 大 地 に 由来す る放射 線

は ，地 球 の地 殻 中に存 在 す る ウ ラン， トリウム ， カ リウム40な どか ら放 出 さ

れ ，花 嵩岩 （御 影 石 ）に は相 対 的 に多 くの放 射 性 物 質 が含 まれ て い る。人 体 は ，

食 物 摂 取 を通 じて カ リウム40， ポ ロニ ウム210な どを摂 取 して い る。ま た ，

呼 吸 を通 じて 空気 中 の放 射性 物 質 で あ る ラ ドン を体 内 に取 り込 ん で い る （乙B

3の6～9頁 ， 乙B5の34～36頁 ， 乙B4の13～24頁 ， 乙A39） 。

体 重60キ ロ グ ラム の平 均 的 な 日本 人 の 場合 ， 体 内 の放 射 性 物 質 の 量 は ，カ

リウム40が4000ベ ク レル ， 炭 素14が2500ベ ク レル ，ル ビジ ウム8

7が500ベ ク レル ， 鉛210・ ポ ロニ ウム210が20ベ ク レル ， とされ て

い る （乙B5の42頁 ） 。

ま た ， 世 界平 均 で年 間1人 当 た り約2．4ミ リシー ベ ル ト （2400マ イ ク

ロシーベ ル ト） ， 日本 平 均 で年 間1人 当た り約1．5ミ リシー ベ ル ト （150

0マ イ ク ロシー ベ ル ト） の 自然 放射 線 を受 けて い る とされ て い る。 上記 の世 界

平 均 （年 間） の 内訳 は ，宇 宙 か ら0．39ミ リシーベ ル ト （390マ イ ク ロシ

ー ベ ル ト）
，大 地 か ら0．48ミ リシー ベ ル ト （480マ イ ク ロシー ベ ル ト），

食 べ物 か ら0．29ミ リシーベ ル ト （290マ イ ク ロシ ーベ ル ト），空 気 中 （主

に ラ ドン の吸 入 ）か ら1．26ミ リシー ベ ル ト （1260マ イ ク ロ シーベ ル ト）

と見積 も られ て い る。

ま た ，高 度 が 上 が る こ とに よ り，宇 宙 放 射 線 の影 響 を受 けや す くな り， 例 え

ば ，成 田 ・ニ ュー ヨー ク 間 を飛 行 機 で1回 往 復 す る と， 約0．2ミ リシー ベル

ト （約200マ イ ク ロシー ベル ト） の 放射 線 を宇 宙 か ら受 け る と され て い る。

（以 上 ， 乙B3の34頁 ）

他 方 ， 人 工 放射 線 とは ，人 工 的 に作 られ た放射 線 の こ と をい い ，1895年

に レン トゲ ン博 士 に よ りエ ックス線 が発 見 され て以 来 ， 医療 や 工 業 ，農 業 な ど

で様 々 な用 途 の た め に人 工放 射 線 が用 い られ て い る。 これ らの人 工放 射 線 の利

用 に 当た っ て は ，例 え ば，胸 部X線 コ ン ピュー ター 断 層 撮影 検 査 （胸 部CTス
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キ ャ ン）で は1回 当 た り約7ミ リシー ベ ル ト （7000マ イ ク ロシー ベ ル ト），

胃のX線 検 診 で は1回 当た り0．6ミ リシーベ ル ト （600マ イ ク ロシー ベル

ト） ，胸 部X線 検 診 で は1回 当 た り0．05ミ リシー ベル ト （50マ イ ク ロシ

ー ベ ル ト） の放 射 線 量 を一般 に受 け る と され て い る （乙B3の36頁 ）
。

この よ うに ，我 が 国 で は， 自然 放射 線 の ほ か に放 射 線 を利 用 した 医療 診 断 に

よって ， 国 民1人 当た り平均 で年 間2．25ミ リシーベ ル トの放 射 線 量 を受 け

て い る とされ て い る （乙B4の24頁 ）。

この よ うな情 報 につ い て は ，新 聞 報道 にお い て も繰 り返 し報 じられ て い る （乙

A107の4枚 目 （3月15日 ） ， 乙A107の6～8枚 目 （3月17日 ） ，

乙A107の15枚 目 （3月20日 ），乙A107の18枚 目 （3月23日 ），

乙A107の27枚 目 （3月28日 ） ， 乙A107の35枚 目 （4月3日 ） ，

乙A107の39枚 目 （4月5日 ） な ど）。

（2） 放射線被 ば くと健康影響 に関す る科学的知見

本件事故による低線量被ばく （「低線量」の定義については最近では200

ミリシーベル ト以下 とされ るこ とが多いとされている。乙A第37号 証 の4頁

の注1参 照） と健康影響 に関す る科学的知見については， 「国際的に合意 され

ている科学的知見」として，以下の とお り整理 されている （乙A37参 照）。

① 現在 の科学でわか っている健康影響 として，広島 ・長崎の原爆被爆者の疫

学調査の結果か らは，被ばく線量が100ミ リシーベル トを超 えるあた り

か ら，被ば く線量に依存 して発がんの リスクが増加することが示 されてい

る。そ して，国際的な合意では，放射線による発がんの リスクは，100ミ

リシーベル ト以下 の被 ば く線量 では，他の要因による発がんの影響によっ

て隠れて しま うほど小 さいため，放射線による発がんリスクの明 らかな増

加 を証明することは難 しいとされている （乙A37の4頁 ）。疫 学調査以外

の科学的手法で も，同様に発がん リスクの解明が試み られているが，現時点
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では，人の リスクを明らかにするには至っていない （乙A37の4頁 ）。

② この100ミ リシーベル トは短時間 に被ば くした場合の評価であり，低線

量率の環境で長期間にわた り継続的に被ばくし，積算量として合計100ミ

リシーベル トを被 ばくした場合は，短時間で被ばくした場合 よりも健康影響

は小 さいと推定 されている。この効果は動物実験においても確認 されている。

本件事故によって環境中に放出 された放射性物質による被ばくの健康影響

は，長期的な低線量率の被ばくであるため，瞬間的な被ばくと比較 し，同 じ

線量であっても発がんリスクはより小 さい と考えられる （同4～5頁 ）。

③ 子供 ・胎児への影響 については，一般に，発がんの相対 リスクは若年ほど

高 くなる傾向があるが，低線量被ばくでは，年齢層の違いによる発がんリス

クの差は明らかではない。また，放射線による遺伝的影響について，原爆被

爆者の子供数万人を対象にした長期間の追跡調査によれば，現在までのとこ

ろ遺伝的影響はまったく検出されていない。チェルノブイ リ原発事故におけ

る甲状腺被ばくに比べても，本件事故による小児の甲状腺被ばくは限定的で

あ り，被ばく線量は小 さく，発がん リスクは非常に低いと考えられる （同7

頁）。

④ 放射線 防護や放射線管理の立場か らは，低線量被ばくであっても，被ばく

線量に対 して直線的に リスクが増加するとい う考え方 （直線 しきい値な し

（LNT） モデル） を採 用す る。

これは，科学的に証明された真実 として受け入れ られているのではなく，

科学的な不確かさを補 う観点から，公衆衛生上の安全サイ ドに立った判断と

して採用 されているものである （同8頁 ）。

このよ うに，放射線防護 上では，100ミ リシーベル ト以下の低線量であ

っても被ば く線量に対 して直線的に発がん リスクが増加す るとい う考 え方

は重要であるが，このLNTモ デル の考 え方 に従って リスクを比較 した場合，

年間20ミ リシーベル ト被ば くす る とした場合の健康 リスクは，喫煙，肥満，
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野 菜 不 足 な どの他 の発 が ん要 因 に よ る リス ク と比 べ て も低 い （同9～10

頁 ）。

この よ うな 情報 につ いて は，新 聞 報道 にお い て も繰 り返 し報 じられ てい る

（乙A107の7枚 目 （3月17日 ），乙A107の9枚 目 （3月17日 ），

乙A107の10枚 目，11枚 目 （3月18日 ），乙A107の16枚 目 （3

月22日 ） ， 乙A107の27枚 目 （3月28日 ） ， 乙A107の35枚 目

（4月3日 ） ， 乙A107の39枚 目 （4月5日 ） な ど）。

（3）政府 による避難指示 が年間20ミ リシーベル トの基準 を採 用 していること

以上の とお り，国際的にも，100ミ リシーベル トを下回 る放射線被 ばくに

よる健康 リスクは検出することが困難なほど小 さいものであると考えられてい

るところ，政府は，ICRPの2007年 勧告に基づ く緊急時被 ば く状況の参

考 レベル （年間100～20ミ リシーベル ト）の最下 限値 を採 用 して，年間2

0ミ リシーベル トをもって避 難指示基準としている。

そ して，福島県内の避難指示等対象区域外の空間放射線量は，平成23年4

月1日 時点 をみて もこの よ うな年間20ミ リシーベル ト（時間換算値 で毎時3．

8マ イ クロシーベル ト） に達 しない水準となってお り，時間の経過 とともにさ

らに低減 している状況にあるから，客観的に健康被害を生じさせる放射線被ば

くの水準には至っていない。そのような情報や本件原発から30キ ロメー トル

圏外においては避難 を要す るものでないこと等については，前記で示 した新聞

報道等においても繰 り返 し情報提供がなされていると認 められ るのである。

7自 主的避難の状況について

このような空間放射線量やこれを前提とする健康被害の危険に関する科学的知

見の状況やその情報提供の状況を踏まえつつ，避難指示等対象区域外の住民がど

の程度自主的避難行動を採っているのかという点についてみると，自主的避難等
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に係 る損害に関する中間指針追補 （乙C3） が策定 された第18回 審査会 （平成

23年12． 月6日 開催） において参考資料 として配布 された 自主的避難関連デー

タ （乙C58） によれ ば，福 島県 内にお ける自主的避難の状況は以下のとお りで

あると認められる。

①

②

本件事故発生直後の平成23年3月15日 時点において，自主的避難者数

は，4万0256人 で ある。その後一度減少 した ものの，同年9月22日 の

時点で5万0327人 となってい る （乙C58の2頁 ）。

平成23年3月15日 時 点での各市町村 の 自主的避i難者数及 び人 口に 占

める 自主的避難者数の割合は以下のとお りである （ただ し，自主的避難者数

には，地震 ・津波による避難 者数 も含んでいる。）。

・いわ き市

・郡 山市

・相 馬 市

・福 島市

・須 賀 川 市

・国見 町

・二本 松 市

・白河 市

・矢 吹 町

・本 宮市

1万5377人 （人 口比4．5パ ー セ ン ト）

5068人 （人 口比1．5パ ー セ ン ト）

4457人 （人 口比11．8パ ー セ ン ト）

3234人 （人 口比1．1パ ー セ ン ト）

1138人 （人 口比1．4パ ー セ ン ト）

986人 （人 口比9．8パ ー セ ン ト）

647人 （人 口比1．1パ ー セ ン ト）

522人 （人 口比0．8パ ー セ ン ト）

365人 （人 口比2．0パ ー セ ン ト）

133人 （人 口比0．4パ ー セ ン ト）

また，復興庁によれば，平成28年10月 時点においては，福 島県全体の避難

者数は約8万6千 人，また，同年7H時 点の避 難指示 区域等か らの避難者数が約

5万7千 人 であるとしてお り （乙A127の18頁 ） ， これ によれ ば，現在の 自

主的避難者数及び地震 ・津波のみを理由とする避難 者数は，合計で約2万9千 人

を下回 ると考 え られ ，本件事故以前の人口との比較による避難者の人 口比はさら

に低下 していると考えられる。
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さ らに ，東 日本 大震 災 に よる18歳 未 満 の避 難者 数 が福 島県 に よっ て公 表 され

て お り （乙A128～131， 乙C42， 同43） ， これ に よれ ば ， 以 下 の とお

り，18歳 未 満 の避 難 者 数 は年 々減少 して い る。

（単位 ：人）

／ ・＼ 、’㌧ ∴ ・ ∴1・ ＼ ／
’ 1鷺2歳4ほ ．．

・H25：41∵ ㌧H26二4ユ 、
＼〉タ灘2フ

、4．1、♂

ごH2＆4戊 ・・．H29、4。1・ 二

いわき市 3，641 2，803 2，107 1，690 1，358 884

福島市 3，174 3，034 2，398 2，059 1，561 1，379

郡山市 2，801 2，590 2，311 2，032 1，880 1，707

伊達市 428 401 312 246 230 156

総計

（避難指示区域等も含む。）
30，109 29，148 26，067 23，498 21，428 18，910

そ して，本件事故発生前である平成23年3月1日 時点での18歳 未満人 口（乙

A132） と，上記 の18歳 未満 の避難者数 （平成29年4月1日 ，地震 ・津波

に よる避難者 を含む。乙A131） を比較す ると，以下の表 の とお りであり，東

日本大震災による避難に伴 う18歳 未満人 口の減少率 は，平均 して約1．7パ ー

セ ン トに とどまってい る とい う実情にある。

＾ ∨6㌔

⑫ 、㌧羅

ノ ＼ ㌔～ 、 ’誹搬 譲麟

。鞠 騨 鰻議

ご ． ノ ㌧ ＼ ン い ＼ μ ， ’ バ ・ ，、 ．プ ン 、

轟離轡鍵
鞭鱒獲懸

・ぷ ∴ノ1ご ㌧ ・s．：

灘灘
、、 ㌧ミ 、ンペ ノ

濾錫聴 難

舞麹繕㌶ ；謬 螢 詫 ・ ／ 、 ． ・ ◇ ・4㍉ ・hミ ＼㌘ぐ ハ ハペ・

福島市 48，443 1，379 2．8 97．2

二本松市 9，512 249 2．6 97．4

伊達市 10，460 156 1．5 98．5

本宮市 5，722 16 0．3 99．7

桑折町 1，913 7 0．4 99．6

国見町 1，476 18 1．2 98．8

川俣町 2，216 189 8．5 915

大玉村 1，498 4 0．3 99．7

郡山市 59，338 1，707 2．9 97．1

須賀川市 14，307 137 1．0 99．0

田村市 6，416 42 0．7 99．3
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議綜 ξ三
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満ゆ 籾 讐麟 毎
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⊃

〉

／ ズ ∠
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遮難1衰 恒

魏灘
〉 ピ／ ／

難謙 （醐 嬉 穆
灘 瀕 ）㌻ジ隣 錫ヨ襲）．㌧

予
命 、

ご三㌻ 逗廷 ㌻綴嘩 ）媒 乏∨

〉 ノv
｝ 、人 V

鏡石町 2，401 24 1．0 99．0

天栄村 948 20 2．1 97．9

石川町 2，658 0 0．0 100．0

玉川村 1，278 2 0．2 99．8

平田村 1，115 0 0．0 100．0

浅川町 1，191 2 0．2 99．8

古殿町 958 4 0．4 99．6

三春町 2，865 12 0．4 99．6

小野町 1，746 29 1．7 98．3

白河市 11，530 43 0．4 99．6

西郷村 3，715 54 15 98．5

泉崎村 1，181 11 0．9 99．1

中島村 974 0 0．0 100．0

矢吹町 3，038 37 1．2 98．8

棚倉町 2，788 16 0．6 99．4

矢祭町 942 3 0．3 99．7

塙町 1，540 0 0．0 100．0

鮫川村 625 1 0．2 99．8

会津若松市 21，281 49 0．2 99．8

喜多方市 8，221 0 0．0 100．0

北塩原村 500 0 0．0 100．0

西会津町 908 0 0．0 100．0

磐梯町 573 0 0．0 100．0

猪苗代町 2，434 5 0．2 99．8

会津坂下町 2，852 0 0．0 100．0

湯川村 622 0 0．0 100．0

柳津町 547 0 0．0 100．0

三島町 170 0 0．0 100．0
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金山町 203 0 0．0 100．0

昭和村 115 0 0．0 100．0

会津美里町 3，377 0 0．0 100．0

相馬市 6，303 21 0．3 99．7

いわき市 57，598 884 1．5 98．5

上記の合計 308，498 5，121 旦 98．3

福島県全域 （※） 339，151 18，910 5．6 94．4

（※）福島県全域からの避難者の合計には，避難等対象区域 （双葉町，大熊町等）からの避難者
の数を含む。

これによれば，避難指示等対象区域の周辺地域においては，18歳 未満 の住 民

も含 めて，大部分 の住民の方々が 自主的避難をせずにそれまでの住居に滞在 し続

けている （中間指針追補の1頁 参照） とい う実情にあった ものと考えられ る。

8避 難指示等対象区域外の社会的活動の状況等について

福島県内の避難指示等対象区域外における活動にも本件事故発生直後には混乱

は見られたものの，その後落ち着きを見せている。いわき市の状況について以下

で述べる。

・いわき市においては本件地震によりライフラインに被害が生 じたが，電力に

ついては本件地震後1週 間以内，水道 につ いては平成23年4月21目 （津波

や地滑 りの被害 で復 旧が困難な地域を除 く。），都市ガス及び電話については

平成23年4月 中にいずれ も回復 した （乙A133「 震 災記録誌 『東 日本 大震

災か ら1年 いわき市 の記録』」15～19頁 ）。

・いわき市では，本件事故 か ら約1か 月後 の平成23年4月6日 にいわ き市内
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の小 ・中学校において入学式 ・始業式が （小学校4校 及び 中学校3校 は市文化

セ ンターにおいて合 同で実施。），同月7日 に市 立幼稚園の入園式が通常 どお

り行われた （乙A61の2の3頁 ）。

・いわき市 内の施設については，平成23年6月20日 時点で，暮 ら しの伝承郷

や フラワーセンター，道の駅よつ くら港 （交流館は仮営業中）等，いわき市内

の屋外の施設が再開してお り （乙A61の3の8～9頁 ），また，平成23年

6月4日 に，ポール ラッシュ ・ドリーム ・プロジェク ト 「世界最大級のオルゴ

ール＆野外バ レエの競演」とい う野外イベ ン トが，南の森スポーツパークで開

催 された （乙A61の3の 背表紙）。

・東 日本大震災 か ら3か 月後 の平成23年6 ．月11日 には，道 の駅 よつ くら港

において， 「灯そ うふ くしまに光を」が，また，同年8月11日 には，小名浜

港及 びいわき平競輪場において，「LIGHTUPNIPPONい わき

復 興 ・追悼花火」が開催 されてお り，東 日本大震災の復興に関する屋外イベ ン

トが開催 され るようになっている （乙A61の3の 背表紙 乙A61の5の 表

紙，背表紙）。

・平成23年8月 には，いわき市内において， 「平七夕まつ り」や 「じゃんが ら

鎮魂祭」， 「いわき回転櫓盆踊大会」， 「いわきおどり小名浜大会」， 「元気

だっべゆもと 復興ふえすていばる」， 「じゃんが ら念仏踊 り」等，多 くの夏

祭 りが開催 されてお り，児童を含む若者が多数参加 している （乙A61の5の

10，11頁 ）。

・平成24年2月3日 には，平作町の応急仮設住宅で， 「節分防災豆まき会」が

開催 され，幼稚園児たちがこれに参加 してお り，同月4日 か ら同月6日 までの

間にいわき市 中之作字川岸地区において，民家の軒先に，多 くのつるし雛が飾

られ る 「つるし雛飾 り祭」が行われた （乙A61の11の 表紙 裏表紙）。

・平成24年2月12日 には， 「第3回 いわ きサンシャイ ンマ ラ ソン」が開催 さ

れ，当日は6785名 の ランナーが，フルマ ラソンや，10キ ロメー トル ，5
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キロメー トル，2キ ロメー トル等 の各種 目に参加 した （乙A61の11の2，

3頁 ）。

・いわき市では，小名浜港背後地に新たな都市拠点 となる「都市センターゾーン」

の開発，整備計画を進めてお り，施設整備についてイオンモール株式会社が選

定 されている （乙A61の11の5頁 ）。

・いわき市 の製造品出荷額は，平成22年 は9703億 円で あったが，平成23

年8258億 円，平成24年8329億 円，平成25年8839億 円 と推移 し

ている （乙A134） 。

・いわき市 の求人状況 は福 島県平均を上回る求人倍率 となっている。福島県労

働局によると，平成26年12月 の県内の有効求人倍 率は1．52倍 （季節調

整値），平成28年7月 も1．40倍 と高 く，この内いわき市が含 まれる平公

共職業安定所管内においても平成26年12月 時点 で1．83倍 ，平成28年

7月 時点で1．56倍 と県平均 を上回 る求人倍率 となっている。職業別にみる

と，医療関係，商品販売，介護，調理，接客，製品製造，自動車運転，土木建

設等の求人が多い （乙A135～137） 。

・平成26年5月 には，同年春 の新卒者採用数 を前年 より増や した企業が県内

主要30社 の うち17社 と半数 を超 えるこ とが，復興需要に伴 う業況回復を

背景に雇用が拡大基調にあるとみ られるとのコメン トとともに報 じられてお

り，日銀福島支店の 「有効求人倍率は緩やかな上昇を続けてお り，極めて高い

水準で推移 している。職種によってばらつきはあるが，全体 としては人員不足

感の強い状態が続いている」 との見解が掲載 されている （乙A138） 。

・い わき市の 自動車保 有台数 は，平成22年 か ら平成28年 にかけて次の とお

り推移 してお り（単位は台，いずれ も3月31日 時点，乙A139の1～7「 福

島県市町村勢一覧」），平成23年 に微減す る ものの，そ の後以降一貫 して増

加傾向にある。このことは，いわき市における消費活動，経済活動が活発に行

われていることを示 している。
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（単位 ：台 ）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

25万9095 25万8732 26万0888 26万7157 27万1784 27万6754 28万0966

・いわき市における新設住宅着工戸数は，平成21年 か ら平成28年 にかけて

次 の とお り推移 してお り，平成23年 に も1500戸 以上 の新 築着工 が行 な

われてお り，平成24年 以降 は急増 してい る （単位 は戸，乙A140の1～7

「建築着 工統計」）。これ は，旺盛な経済活動がなされていることを示す もの

である。

（単位 ：戸）

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

1694 1712 1514 3191 4608 3933 3042 3104

9小 括

以上か らすれ ば，原告 らの内心に影響を与え，その意思決定の基礎 となった可

能性のある事情 としては，以下の事実が認められるとい うべきである。

ア 本件事故が我が国で未曾有の原子力事故であ り，本件事故発生後も原子炉の

状況が安定 しない時期が続いたこと

イ 本件事故発生当初の時期において，避難指示等対象区域外の居住者において

も，今後の本件事故の進展について恐怖や不安を感 じることもやむを得ない状

況が存在 し，また，政府 による避難指示の対象 とされていない中でも，本件事

故以前 よりも高い空間放射線量が計測 され，それによる健康被害についても不

安 を感 じ，懸念せ ざるを得ない状況も存在 したと考えられること

ウ 他方で，同時に，本件事故の直後である3月16日 頃か ら，避難指示等対象

区域外 における空間放射線量によって直ちに健康影響が生ずるものではなく，
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今後の推移を見守る必要があるとの専門家の意見が繰 り返 し地元紙及び全国紙

において報道 され，専門的な知見に基づき冷静な対応をとることが促 されてお

り，避難指示等対象区域外の居住者が避難することが科学的に必要であるとい

う論調は新聞報道において見当た らないこと

工 本件原発の状況についても連 日報道され，原子炉の冷却に向けての取 り組み

や電源復旧の進展状況や汚染水の問題が生 じている中で，4月17日 には，事

故 の収束 に向けての道筋が公表 され，今後6～9か 月程度 で原子炉の冷温停止

を 目指すスケジュールが公表 され，冷温停止のためになすべきことが明確化 さ

れるなど収束に向けての方向性が示 されていること

オ3月 下旬以降は本件原発敷地 内での汚染水の問題なども報道 されているが，

避難指示等対象区域外における空間放射線量の状況は3月16日 以降 日々報道

がな され ，時間の経過 とともに大きく低減 していることが報 じられてお り，汚

染水の問題等の本件原発の敷地内の状況によって避難指示等対象区域外の居住

者の生活環境中の放射線量が上昇するとい う状況にはないこと

カ4月7日 には，一部 の地域 を除 き，福 島県内の避難指示の対象外の地域にお

いて，農家に対する作付け延期要請が解除 され，避難指示等対象区域外での農

業再開が見込まれる状況になったこと

キ4月19日 には文部科学省 ・厚 生労働省 よ り，小 ・中学校等の校庭 ・園庭利

用の基準 として毎時3．8マ イ クロシーベル トの基準が示 され，4月 末 にかけ

て学校での屋外活動の制限が概ね解除されたことが報道 されていること

ク4月22日 には，避難指示 区域 と接す る20～30キ ロメー トル圏内におい

て屋 内退避 区域の指定が解除 され，計画的避難 区域に指定された一部区域を除

いて，緊急時避難準備 区域 として再編 されるに至っていること

ケ 自主的避難等対象区域の空間放射線量は年間20ミ リシーベル トを大 きく下

回 る水準で推移 してお り，そのことは 日々報道 されてお り，かつ，時間の経過

とともにさらに低減 していること
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コ 自主的避難等対象区域内では，平成23年3月 下旬以降企業等 の活動が再 開

され ，4月 以降学校 の授業が開始 され ていること

そ して，前述の とお り，これ らの うちの本件原発の状況や避難指示等対象区域

外の空間放射線量の状況，社会的活動の状況，避難指示等対象区域外の放射線被

ばくと健康影響に関する科学的知見の状況等については，新聞報道等によって本

件事故発生直後か ら繰 り返 し情報提供がなされてお り，政府及び 自治体からも冷

静な対応が繰 り返 し呼びかけられている。

その結果 として， 自主的避難等対象区域内の居住者はそのほとん どが自主的避

難をしていないとい う事情も認められるが，この点は，前述のとお り新聞報道等

によって情報の提供がなされたことにより，広く冷静に事態が受け止められてい

た実情を示す ものとい うことができる。

このように，本件事故後の状況に基づいて， 自主的避難i等対象 区域 内の居住者

においては，恐怖や不安を感 じざるを得ない状況が存在 しつつも，他方で，本件

原発に対する対処の状況や当該区域内の空間放射線量の状況や科学的な知見等に

基づき，そのような不安を打ち消 し，緩和するに足 りる情報の提供 もなされてお

り，また，4E下 旬にかけての時間の経過 の中で，放射線量の低下や学校や企業

の再開なども進み，生活 も落ち着 きを取 り戻しつつある状況が窺われ ることか ら，

このような諸事情を総合 して，平均的 ・一般的な人を基準として，自主的避難等

対象区域内の居住者 において慰謝料を基礎付ける程度の相当程度の精神的苦痛が

生じていたのか否か，また，その損害賠償の範囲 （期間）や損害額 （慰謝料額）

をどう考えるかとい う点について検討する必要があると考えられる。

そこで，以下では，このような基礎事情 も踏まえて， 自主的避難等対象者の精

神的損害に関す る法的評価について検討する。
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第3被 侵害利益について

1被 侵 害利益 につ いて

前記第2記 載 の事情 を踏ま えれ ば，本件事故後の状況の下で，避難指示等の対

象 とされていないものの，避難等対象区域の周辺において， 「本件事故による恐

怖や不安を抱かざるを得ない とい う状況に一定期間置かれたことにより正常な 日

常生活が相当程度阻害 されたこと」 （平穏生活権の侵害）については法的に保護

され る権利利益の侵害に当たるとい うことができるもの と考えられる。

そして，前述のとお り，本件事故後の避難指示等対象区域外における本件事故

由来の放射線による健康 リスクは，客観的に健康に対する危険が生じていた とま

では評価できないものの，他方で，本件事故発生当初の時期においては，状況は

必ず しも明確でなく，自己の置かれている状況についての情報を正確に把握する

ことが困難な時期があったことも確かであ り，また，本件事故の今後の進展につ

いて恐怖や不安を覚えることもやむを得ない状況にあったことが認められる。

したがって，本件事故の今後の進展や健康影響がわからないことにより，平均

的 ・一般的な人を基準 として，感 じることがやむを得ないと考えられる恐怖や不

安に基づいて，自主的な避難を選択 し，または，そのような不安の中で滞在を継

続することによって，本件事故が発生 しなければ生 じなかった 日常生活の阻害が

生 じると考えられる範囲においては，これによる精神的損害は賠償の対象 となる

と解することが可能であると考えられる。

他方で，原告 らの被侵害利益をこのよ うに捉える場合，これに基づいて，損害

賠償の範囲 （相当因果関係）及び損害額を検討するに当たっては，以下の点につ

いて留意すべきである。

ア 避難指 示が発せ られていない中で， 「放射線に対する恐怖 ・不安」によって

いかなる損害が基礎付けられるか，が問題 となるものであり， 「放射線による
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客観的な危険」が現に生 じていると評価 されるものではないが （＝避難指示の

対象 とはされていない。），そのような中でも生 じる恐怖や不安について，い

かなる範囲で法的に保護 され るべき利益 と解すべきかが問題 となる。

イ 避難指示の対象ではなく，客観的な危険が生じているとまでは評価できない

ことも踏まえ，本件事故発生直後の時期において，原告 らが感 じる恐怖や不安

の内容 としては，本件事故の進展の状況や今後の放射線量の推移，放射線被ば

くによる健康影響について 「よくわからないことにより生ずる不安」をその本

質 とす るものといい得る。

ウ そのような不安や恐怖を抱いた場合においては，自己の生活圏における放射

線の状況 （今後の見込みを含む。）が安全か否かに関する情報は居住者にとっ

て最大の関心事であ り，住民においてもそのような情報を一般住民に通常可能

な範囲において収集す ることは期待されているといえる。 この点については，

前述の とお り，新聞報道等により，政府や専門家によって，遅 くとも本件事故

発生の数 日後からはこの点に関する情報提供がなされているものの，そのよう

な政府の説明や専門家の知見についても信 じてよいのかわからない とい う心理

により不安が生 じている場合や，又はそのような専門家の知見は信 じることが

できないとい う認識 に基づく不安が生 じている場合もあ り得 る。

エ このような政府や専門家等によって提供 される情報の受け止め方や感 じ方に

は人によって個人差があり，放射線に対する忌避i感が非常に強い人 もい る。 こ

の よ うな受け止め方の相違によってその後の行動が大きく左右 されるとい う性

格がある。

オ このように，避難指示の対象 となっていない区域については，放射線による

客観的な健康への危険が生 じているとは評価できず，その旨の情報提供は新聞

報道等でもなされてお り，福島県知事も冷静な対応を呼びかけている状況にあ

る。新聞報道においても，避難指示等対象区域外の居住者 も避難すべきである

とい う論調は見当た らない中で，避難指示等対象区域外の居住者に生 じ得 る恐
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怖や不安については，避難指示等により避難を余儀なくされた避難指示区域の

居住者 と比較 して，権利侵害の程度は小さいと考えられる。

力 避難指示等対象区域外からの避難者の損害については，政府の避難指示等に

よって避難を余儀なくされたことによって生 じたものではなく，通常よりも高

い放射線量や本件事故の進展の状況に対する不安や恐怖を覚えざるを得ない状

況に置かれたことによる日常生活の阻害をもって賠償の対象 とみることが相当

であ り，避難指示により強制的に居住権の制約を受けた避難 等対象者の損害 と

は異なる。

したがって，このよ うな避難指示等対象区域外か らの避難 者の被侵害利益の特

徴 も踏まえて相当因果関係 を考えるに当たっては， 自主的避難等対象区域内に居

住 している平均的 ・一般的な人を基準 として，相当程度の恐怖や不安を抱いたこ

とにつき，慰謝料や避難の相当性 を基礎付ける程度の権利侵害状態が継続 してい

るか否か，そのように評価 し得るのはいつまでか，及び，その適正な損害額はい

くらか，について検討すべきであると考えられる。

広く提供 され，入手可能な公正な情報を受け入れずに，放射線 に対する極めて

強い忌避の気持ちか ら長期間にわたって避難指示に基づかない避難を継続すると

しても，法的判断としては，あくまで平均的 ・一般的な人を基準 として，上述 し

た相当程度の不安や恐怖 を抱かざるを得なかった と考えられるのはいつまでか，

とい う観点から判断されるべきである。

2自 主的避難者 と滞在者 について

自主的避難等対象者の被侵害利益を上記1の とお りに捉 えることか らすれば，

「本件事故による恐怖や不安を抱かざるを得ないとい う状況に一定期間置かれた」

とい う点において，自主的避難を選択 した者であっても滞在者であっても，その

置かれていた状況は共通 しているといえる。
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その上で，自主的避難を実行 した者は，放射線被ばくへの不安からは離脱する

ことができるが，避難生活による日常生活の阻害が生じ得ると考えられる。

他方，滞在者については，滞在することにより放射線被ばくへの不安が継続す

る可能性があることとな り，これによる日常生活の阻害が生 じ得 ると考えられる。

このように自主的避難者 と滞在者の行動の相違に基づき，具体的な精神的苦痛

のあり方は異なるものではあるが，いずれ も放射線被ばくに対する恐怖や不安を

基礎 として生 じている精神的苦痛であり，本件事故の放射線の作用 と相当因果関

係のある日常生活の阻害に基づ く精神的損害の評価上，自主的避難者 と滞在者 と

で，画然 とした差異があるとい うことはできないこと （いずれの精神的苦痛が大

きいかについても人によって異なる面もあると考えられる。）を考慮すれば，自

主的避難者 と滞在者の賠償額に差を設けることは公平かつ合理的 とはいいがたい

とい うべきである。

本件訴訟 と同種の本件事故に係る集団訴訟である福島地方裁判所の平成29年

10月10日 判決，京都 地方裁判所 の平成30年3月15日 判決 において も， 自

主的避難者 と滞在者の精神的損害の評価に当たって，同額の損害額が認定されて

いるところである。

第4自 主的避難等対象者の精神的損害の賠償対象期間について （賠償期間）

1大 人 （妊婦 ・子供以外 ）の賠償期 間について

（1）精神的損害 の賠 償対象期間は平成23年4月22日 頃までであ ること

被告東京電力 においては，妊婦・子供以外の大人 （以下単に 「大人」とい うこ

とがある。）の自主的避難等対象者に対する精神的損害等の賠償対象期間を本

件事故発生当初の時期 として1人 当た り8万 円の賠償 を行ってお り， この 「本

件事故発生当初の時期」 としては，概ね平成23年4月22日 頃までを 目安 と

している （乙C7の13頁 参照）。
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すなわち，前記第2に おいて述べた とお りの諸事情 を総合すれば，自主的避

難等対象区域の居住者について慰謝料を基礎付ける程度の恐怖や不安を抱 くこ

とが法的にやむを得ない と認められる期間としては，本件事故発生当初の時期

として，概ね平成23年4月22日 頃 まで と解す るこ とが相 当であ る。

① 本件事故の直後である3月16日 頃か ら，避難 指示等対象 区域外にお

ける空間放射線量の状況や これによって直ちに健康影響が生ず るもので

はなく，今後の推移 を見守る必要があるとの専門家の意見が繰 り返 し地

元紙及び全国紙 において報道 され，専門的な知見に基づき冷静な対応 を

とることが促 されてお り，避難 指示等対象区域外の居住者が避難す るこ

とが科学的に必要であるとい う論調は見当た らないこと

② 本件原発の状況についても連 日報道 され，原子炉の冷却に向けての取

り組みや電源復旧の進展状況や汚染水の問題が生 じている中で，4月1

7日 には，事故の収束に向けての道筋が公表され，今後6～9か 月程度で

原子炉 の冷温停止 を 目指すスケジュールが公表 され，冷温停止のために

なすべきことが明確化 されるなど収束に向けての方向性が示 されている

こと

③4月 以 降は本件原発敷地 内での汚染水の問題なども報道 されているが，

避難指示等対象区域外における空間放射線量の状況は3月16日 以 降報

道 がなされ てお り，時間の経過 とともに大きく低減 し，汚染水の問題等の

本件原発の状況によって30キ ロ圏外 の居住者 の生活環境 中の放射線量

が上昇するとい う状況にはないこと

④4月7日 には，一部の地域 を除 き，福 島県内の避難指示の対象外の地域

において，農家に対する作付け延期要請が解除され，避難指示等対象区域

外での農業再開が見込まれる状況になってお り，4月19日 には文部科

学省 ・厚生 労働省 よ り，小 ・中学校等の校庭 ・園庭利用の基準 として毎時
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3．8マ イ クロシーベル トの基準 が示 され，4月 末 にか けて学校 での屋外

活動 の制限が概ね解除されたことが報道 されてお り，また，4月22日 に

は，避難指 示 区域 と接す る20～30キ ロメー トル 圏内において屋 内退

避 区域の指定が解除 され，緊急時避難 準備区域 として再編 され るに至っ

ていること

⑤ 南相馬市の独 自の判断に基づ く一時避難の要請についても，4月22

日には帰宅 を許容す る旨の見解 が示 されるに至っていること

⑥ 自主的避難等対象区域内では，平成23年4月 以 降学校や企 業の活 動

が再 開 され てお り，4月 下旬 にはほ とん どの学校 で屋外活動の制限が解

除されてお り，本件事故発生か ら4月 下旬 にかけての時間の経過 の中で，

放射線量の低下や学校や企業の再開なども進み，生活 も落ち着 きを取 り

戻 しつつあること

これ らに照 らせば， 自主的避難等対象 区域内に居住す る平均的 ・一般的な人

を基準として，平成23年4月22日 頃までには， 自己の置 かれてい る状況に

ついて合理的に判断することができる状況に至っていると評価することができ

ると考えられるのである。

（2） 中間指針追補 の考 え方 も同様 であること

中間指針追補のQ＆Aに おいては，① 本件事故発生以降，原子力発電所の状

況や放射線量に関する情報が行政機関等によって徐々に公表 されたこと，② こ

うした情報をもとに平成23年4月22日 には屋 内退避 区域 の指定が解 除され，

緊急時避難準備区域及び計画的避難区域の範囲が示 され，これによって政府に

よる避難指示等の対象区域が概ね確定 したこと，③ したがって，その頃以降は，

自らの置かれている状況について十分な情報がない時期 とは言い難いと考えら

れることから，概ね本件事故発生から平成23年4月22日 頃までの時期が 目
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安になるとの考え方が示されている （乙C7の13頁 参照）。

なお，同年4月22日 頃以降にお いて も， 自主的避難等対象者の不安な心理

は継続 し，完全に払拭 されるとはいえない とも考えられるが，上記の とお り，

同 目頃までには，本件原発の状況 も落ち着きを見せ，収束への道筋も示 され る

に至っていること，空間放射線量の状況 とその健康影響に関する専門的知見も

繰 り返 し情報提供がなされていること，自主的避難者においても，新聞報道等

や専門機関のウェブサイ トな どに基づいて自主的避難等対象区域内の放射線の

作用による危険等の状況については情報を収集することも期待でき，遅 くとも

この頃までには本件事故の客観的な影響による自主的避難等 対象区域内の状況

についても認識 し得る状況に至っていると考えられることな どからすれば，4

月22日 頃以降において も，本件事故 の放射線の作用によって自主的避難 等対

象者の法的利益が引き続き侵害されている状態にあるとまで解することは困難

であ り，慰謝料の発生を法的に基礎付けるところの 「相当程度の不安感」が生

じていたのは，遅 くとも4月22日 頃までであると解す るこ とが相 当である。

（3）避難者 も滞在者 も同様 であること

上記 （1）及 び （2） の点 は， 自主的避難者であ ると滞在者であるとを問わ

ず，妥当するとい うべきである。まず，滞在者については，滞在に伴い上記の

ような不安や恐怖を感 じるとしても，精神的損害の賠償の対象 として評価すべ

き相当程度の恐怖や不安を抱かざるを得なかったと考えられるのは，上記の諸

事情を踏まえれば，概ね4月22日 頃まで と解 され るもので ある。 また，自主

的避難者についても， 「避難」 とは，移転や移住 とは異な り，一定の危険を回

避するために，居所 を一時的に移動することをい うものと解 されるところ，避

難の原因となった危険の状況について，新聞報道等により情報の提供がなされ，

自己が置かれている立場について情報がないとはいえない状態 とな り，社会的

にも避難指示等対象区域外においてそのような認識が受け入れ られるに至 り，
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社会活動も再開され るとい う状況に至った場合には，以後の自主的避難を継続

することには法的見地から合理性があるとは評価 し得ず，以後の 自主的避難の

継続によって権利侵害が基礎付けられるとい うことはできない （すなわち，精

神的損害を認める根拠 となった情報不足による混乱の事態が解消 された以上，

自主的避難に対 して損害賠償すべき根拠が消滅 したもの とい うべきである。）

からである。

そして，自主的避難者は，従前の居住地の放射線量や放射線 と健康被害との

関係について関心を持って注視 していると考えられるところ，前記第2の2で

述べ た とお り，地元紙 のみな らず全国紙においても，福 島県内の状況について

は4月 下旬頃まで にかけて，広 くかつ詳細に報道 されている実情にあり，自主

的避難先においても，かかる情報に接することは可能であったと考えられ る。

したがって，大人の精神的苦痛や避難に伴 う損害の賠償対象期間について，

自主的避難者 と滞在者 を別異に解する理由はないとい うべきである。

2妊 婦 ・子供 の 自主的避難 等対象者の精神的損害の賠償対象期間について

被告東京電力は，妊婦 ・子供は放射線への感受性が高い可能性があることが一

般に認識 されていることも踏まえて，平成24年8月 末 までを対象 として精神 的

損 害の賠償を行っている。

これは，上記第2の とお りの危 険に関す る情報 の周知状況や社会の受け止め方

を踏まえつつも，妊婦 ・子供がいる世帯においては，特に放射線被ばくに対する

不安が大きいものとなると考えられることを踏まえ，妊婦 ・子供に対 しては，大

人 とは異な り格段に長期間にわたっての精神的損害の賠償を行 うこととしている

ものである。

自主的避難等対象者に対する精神的損害の問題は，ある意味で，妊婦や子供の

健康影響に対する不安が核心的な問題であるといい得 る。被告東京電力は，妊婦

や子供自身の健康上の不安に係 る精神的苦痛であることから，親ではなく，妊婦
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や子供に対 して精神的損害を賠償することとしているが，かかる賠償は，広い意

味で妊婦や子供がいる世帯全体に対する精神的損害の賠償 としての意味も有 して

いるものである （子供の健康上の不安が生 じている場合には，親がこれを憂慮す

ることは自然であるが，これを親固有の精神的損害として考慮するのではなく，

子供の精神的損害として一括評価 して賠償するとい うのが中間指針等の考え方で

もある。）。

そ して，中間指針第二次追補において，平成23年9月30日 に指定が解 除 さ

れた 旧緊急時避難準備区域に生活の本拠を有する避難等対象者への精神的損害の

賠償の終期が平成24年8月 末までを 目安 とす る旨定め られていることも踏まえ，

避難等対象者ではない妊婦 ・子供の自主的避難等対象者に対する賠償の対象期間

を平成24年8月31日 まで とす ることは，被害者保護 の観点にも十分配慮 して

定められた賠償対象期間であ り，合理的かつ相当である。

3同 伴者 である大人 の 自主的避難 等対象者の精神的損害の賠償対象期間について

一般 に子供や妊婦がいる世帯には，それ以外の大人 （たとえば保護者や配偶者

等）がお り，妊婦 ・子供の避難に同伴す ることが必要になる場合が想定される。

しか しながら，被告東京電力は，そ うした同伴者の同伴費用 も妊婦 ・子供 自身

の損害に含めて賠償額を設定している。

かかる取扱いは，交通事故の事件において入通院の付添いが必要 となる場合に，

当該付添費用については付添人の損害ではな く被害者本人の損害 として処理 され

ていることと軌を一にするものである。

実際に，交通事故事件では，たとえ付添人による入通院の付添いが必要になる

場合であっても，当該付添人について別途固有の 「付添慰謝料」 といったものが

発生するとは考えられていない。一般に財産的損害が填補 されればそれ とは別 に

慰謝料が発生することはない と解 されているところ，付添人の付添費用について

は被害者 自身の財産的損害 として満額填補 される状況の下，それ とは別に付添人
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について 「付添行為」そのものによる精神的損害が発生することはない と考えら

れているか らである。これは，侵害行為又はその危険か らの 「距離感」を考慮 し

て，心理状態に対する違法な侵害を問題 とする賠償であるがゆえに観念的には際

限なく広が りかねない慰謝料請求権の発生範囲を合理的に画す るとの考え方に基

づくものと解 される。

そして，このことは，本件事故における自主的避難 等対象者の同伴者について

も同じことがいえ，たとえ特定の家族が妊婦 ・子供の避難に同伴 したとしても，

当該同伴者である大人が自己の被ばくに対する不安から避難するものでないこと

も踏まえると，当該同伴費用については妊婦 ・子供 自身の損害として填補 される

状況の下で，同伴行為そのものに起因 して当該同伴者に固有の慰謝料が発生する

ことはない とい うべ きである。この点については，妊婦や子供が自主的避難を選

択 したとしても，それによって同人 らが生命侵害又はこれに比肩すべき身体傷害

を受けたわけではなく，それに起因してその親である同伴者が固有の慰謝料請求

権を取得することはないと解 されることからも裏付 けられる （民法711条 ，最

高裁 昭和33年8月5日 第三小法廷判 決 ・民集12巻12号1901頁 ）。

仮に，同伴者 固有 の精神 的損害が問題 となるのであれば，それは妊婦や子供が

避難を行ったことにより生ず る損害であって，いわゆる第三者損害 （間接損害）

であるとい うべきであり，相当因果関係を欠 く （その例外が民法711条 に規定

された場合 である。 ）。

この点について，中間指針追補は 「損害額の算定に当たっては，身体的損害を

伴わない慰謝料に関する裁判例等を参考に した上で，精神的苦痛並びに子供及び

妊婦の場合の同伴者や保護者分も含めた生活費の増加費用等について，一定程度

勘案することとした」 としている （乙C3の8頁 。下線 は引用者 による。 以下同

じ。）。

実際，平成23年12月6日 に開催 された原子力損害賠償紛争審査会 （第18

回）でも，本件審査会の会長 を務 める能見善久教授 （以下 「能見会長」とい う。）
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は「同伴者についてどう考えるかとい うことの議論があり，同伴者が必要な場合，

子供については特に必ず必要であろうし，そ うい うときに同伴者の損害 とい うの

は どう考えるのか。 これを別立てで，同伴者一人分の損害とい うふ うに計算する

のは，必ず しも適当でないとい うご意見が多かったと思います。む しろ同伴者が

必要なことを考慮 して，避難 され る方についての，あるいは子供 ・妊婦について

の賠償額を決めればよろしいとい うご意見だったと思います。そ うい う要素も考

慮 し，そして，最終的には避難者 と滞在者 とを同額にするとい うような，もう一

っの基本的な考え方も，前回合意をされました。」としている （乙C18の18

頁）。

したがって，大人の 自主的避難等対象者の精神的損害の賠償対象期間について

は，妊婦や子供に同伴 したかどうかによって別異に解 されるものではないという

べきである。

第5自 主的避難等対象者の損害の賠償額について

1大 人 （妊婦 ・子供以外，同伴者 を含む。）について

前記のとお り， 自主的避難等対象者である大人について，本件事故 と相当因果

関係のある精神的損害の賠償対象期間は，本件事故発生当初の時期である概ね平

成23年4月22日 頃 まで と解す るこ とが相 当であ り，大人個人に対する当該期

間についての精神的損害の賠償額は，以下の事情及び裁判例を考慮すれば，1人

当た り8万 円が合理的 である。被告東京電力は，これ らの事情及び中間指針追補

を踏まえて，1人 当た り8万 円の精神的損 害等 の賠償 を行 うとともに，4万 円の

追加的費用の実費賠償 を行 っている。

① 中間指針において，屋内退避区域の居住者に対 しては当該指示の期間が約

40日 間で10万 円の慰謝料額 が定め られてい るところ，自主的避難等対象
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者については，政府指示によって屋内退避を余儀な くされた居住者の精神的

苦痛を上回る精神的苦痛が生 じていると解することは合理的でないこと

② 避難指示等の対象 とはされていない自主的避難 等対象区域においては，本

件事故後の空間線量率の情報 （第2の5記 載 の とお り，平成23年4月1日

時点で多 くは1マ イ ク ロシーベル ト／時間前後であり，平成24年4月1日

時点で多 くは0．23マ イ クロシーベル ト／時 間を下回っている。）に照 ら

しても，放射線被ばくによる客観的な健康 リスクにさらされているとは評価

できず，そのような科学的な知見は新聞報道等によって本件事故発生直後の

時期から地元紙及び全国紙において継続的に情報提供がなされていると認 め

られ，そのような中で，それでもなお生 じる不安や恐怖に基づく日常生活阻

害の精神的苦痛がここでの賠償対象であり，具体的な権利侵害を認め得ると

してもその侵害の程度は，避難指示により避難を強いられた避難等対象者 に

比 して大きいものではなく，前述のとお り，不安を緩和する情報提供がな さ

れていることも考慮す る必要があること

③ 妊婦や子供が世帯内にいる場合には，妊婦や子供各人一人当た り，精神的

損害と生活費の増加費用等を一括 した一定額 として，平成23年 分40万 円

及 び平成24年1月 か ら同年8月 までの分8万 円（一人 当た り合計48万 円）

を賠償す る とともに，妊婦 ・子供の うち実際に自主的避難を実行 した者に対

しては，追加的費用 として平成23年 分20万 円及 び平成24年1月 か ら同

年8月 まで4万 円 （一人 当た り合計24万 円） を賠償 してお り， 自主的避難

をした場合には子供一人当た り72万 円，子供 が2人 であれば144万 円の

賠償 が行われ るものであ り，このような妊婦 ・子供に対する賠償において，

世帯内に妊婦 ・子供がいることによる精神的苦痛や実費の支出分については

填補 されること

裁判例については，審査会が，一人当た り8万 円 とす る自主的避難等対象者の
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損害額 を定めるに当たって平穏生活権の侵害が問題 となったこれまでの裁判例を

参考としたものが本件でも同様に参考 となる。

平成23年11月25日 に開催 された第17回 審査会で は， 「慰謝料 の金額 に

係 る裁判例について」と題する資料 （乙C17） が提 出 され，騒音 （空港 ・近隣

騒音），悪臭，煙害等により平穏な生活が侵害された事案の裁判例について検討

がなされている。

以下は，第17回 審査会 において検討対象 となった裁判例の一部である。
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番号 類型 判決年月日 事案の内容 判決内容 （抜粋） 認容金額
3 空港 ・基地騒

音

福 岡 高裁 那 覇支

部平10・5・22

嘉手納飛行場の周辺住

民が，米軍機の騒音によ

る被害を理由に，損害賠

償等を求めたもの。 （嘉
手納基地騒音公害訴訟）

一審原告 らは，本件飛行場に離着陸する航空機の騒音等により，身

体的被害までは被っていないとはいえ，比較的低暴露の地域におい
ても，他人と円滑に会話をかわし，十分な睡眠や休業をとるなど人

間らしい生活を享受す る利益を侵害 されたこと等により精神的苦

痛を被っていること等これまでに述べてきた侵害行為の態様，一審

原告 らの受けている被害の性質や程度，その他本件に顕れた諸般の

事情を総合的に考慮すると，本件における受忍限度を画する数値 と

しては，一審原告 らの うち，類型1の 地域内に居住 している者につ
いてはW値75以 上，類型1の 地域内に居住 している者についてはW

値80以 上の数値を採用するのが相当とい うべきである。

慰謝料 月額 ：①W

値75～80の 地 域 は

2，000円 ，② 同80～

85の 地 域 は5，000

円 ，③ 同85～90の

地 域 は9，000円 ，④

同90～95の 地 域 は

12，000円 ， ⑤ 同95

以 上 の地域 は18，0

00円

4 空港 ・基地騒

音

最 高 裁 平19・5・29 横 田飛行場の周辺住民
が，航空機騒音等による

被害 について訴訟 を提

起 したもの。 （新横田基

地訴訟）

横 田飛行場において離着陸す る米軍の航空機の発する騒音等によ

り精神的又は身体的被害等を被っていることを理由とする被上告

人らの上告人に対する損害賠償請求権の うち事実審の口頭弁論終

結の日の翌日以降の分については，その性質上，将来の給付の訴え
を提起することのできる請求権 としての適格を有 しないものであ

るから，これを認容する余地はないものとい うべきである。※口頭

弁論終結後判決言渡 日までの将来請求の一部を認容 した控訴審判

決 （東京高判平17・11・30）を破棄 したもの

慰謝 料月額 ：①W

値75～80の 地 域は

3，000円 ，②同80～

85の 地 域 は6，000

円， ③ 同85～90の

地 域は9，000円 ，④

同90以 上 の地域は

12，000円

6 道路騒音 ・排

気ガス等

最 高 裁 平7・7・7 国道43号 ，兵庫県道高速
神戸西宮線及び同大阪

西宮線 の沿道か らおお

むね50m以 内に居住 して
いる住民が，道路を走行

す る自動車の騒音，振

動，排ガスにより被害を

受けているとして，道路

管理者に対 し，損害賠償
等を求めたもの。

（一）居住地における屋外等価騒音レベルが65以上の騒音に暴露 さ

れた被上告人らは，本件道路端と居住地との距離の長短にかかわら

ず受忍限度を超える被害を受けた， （二）本件道路端と居住地 との

距離が20メ ー トル以内の被上告人らは， （1）その全員が排気ガス

中の浮遊粒子状物質により受忍限度を超える被害を受けた， （2）

騒音及び排気ガスによる被害以外の心理的被害等を併せ考えると，
屋外等価騒音 レベルが60を 超える騒音に暴露 された者が受忍限度

を超える被害を受けた と判断 したものである。要するに，原判決は，

受忍限度を超える被害を受けた者 とそ うでない者 とを識別するた
め，居住地における屋外等価騒音 レベルを主要な基準とし，本件道

路端 と居住地 との距離を補助的な基準 としたものであって，この基

準の設定に不合理なところがあるということはできず，所論の違法
はない。

騒 音 ：慰 謝 料 月 額1

万 円 ，8，000円 ，6，

000円 ，5，000円 排

ガ ス ：慰 謝 料 月 額

3，000円

14 産業廃棄物の
悪臭等

高 松 地 裁 平8・12・

26

被告廃棄物処理業者は，
豊島において，和解条項

に違反 し，産業廃棄物の
野焼きを連 日行い，その

煤煙 やガスは激 しい悪

被告らは，昭和55年 か ら平成2年11月 に廃掃法違反で兵庫県警
の摘発を受けて事実上事業を廃止するまで連 日のよ うに和解条項

違反行為を繰 り返 していたこと，被告らの本件和解条項違反行為の

結果，約51万 トンとい う膨大な有害産業廃棄物が豊島に放置され
ることとな り，被告 らは自らこれを撤去する意思も能力もないこと

慰謝料各5万 円



べ
㎝

番号 類型 判決年月 日 事案の内容 判決内容 （抜粋） 認容金額

臭を放 ち，また，被 告会 に照らせば，被告らの右和解条項違反行為は債務不履行 としては異

社 が埋 め立てた産業廃 例なほ ど態様 が悪質 である とい うべ きであ り，その結果 ，個 々の原

棄物に有害物質が大量 告 らついて別紙被害状 況一覧表 の とお り悪臭，騒音 ，振動，煙害，
に含まれてお り，土壌及 交通の危険，健康不安，名誉感情の殿損等による種々の精神的損害
び地下水 を汚染 してい が発生 してい るのであるか ら，これ らの事情 を勘案すれば，各原告

るため，原告住民 が被 っ の精神的損害を慰謝するために必要な金員は少なくとも5万 円を

た生活環境の悪化や 自 下 ることはない と認 め られ る。
然環境破壊 による精神

的被害に対する慰謝料
等 を請求 した もの。

19 産業廃棄物火 那 覇 地 裁 平19・3・ 被告の産業廃棄物処 原告 らも，本件火 災が発生 した同 日28日 の午後 か ら夕方 にか けて， 慰謝料10万 円 （避
災による被害 14 分場において発生 した 大量の煙や異臭が原告らが居住す る地区に流入 し，のどや頭の痛み 難時），20万 円 （長

火災事故について，原告 を感 じなが ら，市による避i難勧告を受けて，自治会の公民館や親戚 期の生活被害）

住民 らが被 った損害の 宅等へ避難 し，避難先 で不安 な一夜 を過 ご した もので あって，避難

賠償 を求 めた もの。 勧告を受けてか らおよそ1日 が経過 した翌 日の午後5時 ころになっ
てようやく避難勧告が解除され，それぞれの自宅に戻ることができ

たもので あるが，この よ うに，突然 ，大量 の煙や異臭 に襲われ，体

に不調を覚えなが ら，自宅を離れて避難せざるを得なかった原告ら

が受けた精神的，肉体的苦痛は，相当程度大きかったものとい うこ

とができ，これを慰 謝す るための慰謝料 としては，原告1人 につ き

10万 円を認めるのが相当である。 本件火災が発生 した翌 日の平

成13年11月29日 の朝 には鎮火 した もの の，依 然 として，本件処分場

か らは煙 が出ている状態 であった こ と， … は認定 した とお りで

ある。 以上の検討結果によれば，原告 らは，本件火災後も長期間

にわた り，本件火災の結果本件処分場から発生 し続けた煙や異臭に
より，その 日常生活や農作業に深刻な影響を受けていたものと認め

られ るのであって，これ によ り原告 らが受 けた精神 的，肉体的苦痛

も，相 当程度大 きかった もの とい える ところ，これ を慰謝す るため

の慰 謝料 と しては，原告1人 につ き20万 円を認 め るのが相 当であ

る。



これ らの裁判例は，現実に平穏な生活が侵害 された （生命身体的損害を伴わな

いものに限る。）事案について，生活妨害を受けたことによる精神的苦痛に対す

る慰謝料額について判断 したものである。

自主的避難等対象区域については，前述のとお り，放射線被ばくによる健康被

害の リスクについては問題がない水準であり，それゆえに政府によっても避難等

の指示の対象 となっていないものであ り， 自主的避難をする心情についてはその

ような前提においても生 じ得る恐怖や不安であると考えられることから，実際の

生活妨害を受けている事案に対す る上記裁判例が必ず しも本件にそのまま妥当す

るとい うことはできないが，いずれの裁判例も，騒音，振動，悪臭，煙害等，そ

の原因や被害の程度は異にするものの，生活妨害を受けたことにより正常な 日常

生活の維持 ・継続が相当程度阻害されたために生 じた精神的苦痛に対する慰謝料

について判断された点では共通 してお り，上記のような不安や恐怖が問題 となる

本件においても，参考にな り得るものである。

これ らの裁判例の うち，一括 して賠償額を算定 している事案 （審査会資料 ：乙

C17の 番 号11，12，14，19） にお いては，賠償額 は概ね5万 円か ら2

0万 円程度 であ り，月額 の賠償額 を積み上げて算定 している事案 （同1か ら7，

10，13，15，16，18） ）で は，月額3000円 か ら月額1万8000

円 とされてお り，中間指針追補 の定める大人について8万 円とい う賠償額 は， こ

の よ うな裁判例を踏まえても，また，客観的な健康 リスクとしては喫煙や肥満，

野菜不足よりも小 さい とされている年間20ミ リシーベル トを大き く下回 る放射

線 量の地域における精神的損害の評価の問題 として，被害者の視点も十分考慮 し

たものとなっている。

また，同伴者である大人が子供の避難 に同伴す る場合についても， 自己の被ば

くに対するリスクへの不安か ら避難するものではなく，前記のとお り同伴者 とし

ての固有の慰謝料を認めることは相当ではない と解 され るから，妊婦 ・子供の避

難に同伴 した大人と滞在を継続 している大人の慰謝料額に差異を設けると考える
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ことは合理的ではない。また，世帯主等として，生活費増加分の負担主体 となる

ことが想定されるが，子供の避難に伴 う生活費増加については子供の損害 として

賠償 されているものであ り，この点でも世帯全体において損害が填補 されるとの

考え方に立っているものである。

2妊 婦 ・子供 について

被告東京電力は，妊婦や子供各人1人 当た り，①精神的損 害 と生活費の増加費

用等を一括 した一定額 として，平成23年 分40万 円及び平成24年1月 か ら同

年8月 までの分8万 円 （一人 当た り合計48万 円）を賠償す るとともに，②妊婦 ・

子供の うち実際に自主的避難を実行 した者に対 しては，追加的費用 として平成2

3年 分20万 円及び平成24年1月 か ら同年8．月まで4万 円 （一人当た り合計2

4万 円） を賠償 している。 この結果，滞在者である妊婦 ・子供については一人当

たり48万 円， 自主的避難者 である妊 婦 ・子供については一人当た り72万 円の

損害額が賠償 され ることになる。

この点については，政府による避難 指示等を受けた避難 等対象者についての本

件事故発生から平成23年12月31日 まで慰謝料額 は80万 円 （中間指針上 ，

平成23年3月 か ら8月 までは月額10万 円，平成23年9． 月か らは月額5万 円

とされてい る。） とされていることとの対比で考えた場合においても均衡を失す

るものではなく，また大人 （妊婦 ・子供以外）に対 して同年3月11日 か ら同年

4月22日 頃までの慰謝料額 として8万 円を賠償 していることとの対比において

も均衡を失するものではなく，妊婦及び子供の 自主的避難等対象者に対する平成

23年12月 末までの期間 に対す る精神的損害の賠償額を40万 円とす るこ とに

は合理性 がある と解 される （なお，被告東京電力は，実際に自主的避難を行った

妊婦及び子供に対 し，この40万 円に さらに20万 円の実費賠償 を上乗せ して，

一人 当た り60万 円の賠償 を行 ってい る。）。

このため，自主的避i難を した大人2人 （12万 円 ×2＝24万 円），子供2人
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（72万 円 ×2＝144万 円）の4人 世帯では賠償額 は合計168万 円とな り（滞

在者の4人 世帯 であれば合計128万 円とな る。），世帯単位で合理的な損害の

填補がなされている実情にある。

3自 主的避難 実行者 と滞在者 の損害額について

前記の とお り，自主的避難者 と滞在者の行動の相違に基づき，具体的な精神的

苦痛のあり方は異なるものではあるが，いずれ も放射線被ばくに対する恐怖や不

安を基礎 として生 じている精神的苦痛であり，本件事故の放射線の作用と相当因

果関係のある日常生活の阻害に基づ く精神的損害の評価上，自主的避難 者 と滞在

者 とで画然 とした差異があるとい うことはできないこと （いずれの精神的苦痛が

大きいかについても人によって異なる面もあると考えられる。）を考慮すれば，

自主的避難者 と滞在者の賠償額に差を設けることは公平かつ合理的とはいいがた

いとい うべきである。

第6中 間指針等の考え方について

1中 間指針等 の意義

（1） 中間指針 等 とは

原子力発電所 においてひ とたび原子力事故が発生すると，極めて広範囲に亘

って多種多様な損害が発生することになり，事故が落ち着き，あるいは収束し

た後は損害賠償を巡る紛争が多数生ずることが予想 される。

このため，原賠法18条 は，適正 かつ迅速 な賠償実施が可能 となるよう，審

査会の設置について規定するとともに，審査会の所掌事務 として， 「原子力損

害の賠償に関する紛争について和解の仲介を行 うこと」 （同条2項1号 ） と並

んで， 「原子力損害 の賠償に関す る紛争について原子力損害の範囲の判定の指

針その他の当該紛争の当事者 による自主的な解決に資する一般的な指針を定め
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ること」 （同項2号 ） を定めてい る。 そ して， 同法は，かかる指針策定のため

に 「必要な原子力損害の調査及び評価 を行 うこと」 （同項3号 ） をも審査会の

所掌事務 とし，審査会に原子力損害の調査及び評価を行わせるための専門委員

を置 くことを定めている （原子力損害賠償紛争審査会の組織等に関す る政令4

条）。

こ うした法令上の根拠 に基づき，審査会は，原子力事故が発生 した際には，

必要かつ十分な事実関係の調査 ・分析を行って審議 ・検討を行い，原子力損害

の賠償 に関する紛争についての 「原子力損害の範囲の判定の指針」等を示す こ

とによって，広範囲に及び得 る原子力損害の賠償に関する紛争の適正 ・迅速な

解決を促進することが法令上予定されている。

そして，このような原賠法の定めを踏まえても，審査会が策定する 「原子力

損害の範囲の判定の指針」は，損害賠償法理の観点から被害者 との紛争を解決

す るに足る合理的なものでなければならないことが法令上当然に要求 されてい

るものと解 され る。けだ し，そ うでなければ紛争の解決規範 として機能 し得な

いからである。

（2） 本件 事故 に関す る審査会 （本件審査会）の設置

本件事故に関 しても，原賠法に定めるところに従い，本件事故後の平成23

年4月11日 付 けで，第一線 の法学者及 び放射線の専門家等の委員からなる原

子力損害賠償紛争審査会 （本件審査会）が設置 され，原子力損害の賠償に関す

る紛争の解決基準である中間指針等が策定されている （乙C2～5） 。本件審

査会の委員 は計10名8で あるが，その うち法律の専門家 は6名 （民法 の研究者
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が3名 ，環境法 の研究者 が1名 ，行政法の研究者が1名 ，弁護士 （元東京高裁

判事） が1名 ） であ る。 また， 当該研究者 らの多 くが過去に東海村JCO臨 界

事故 あるいは原賠法 の改正 にも関与してお り，中間指針等の策定に当たっては，

その知見や経験が最大限活用 されている。

本件審査会は，平成23年4月 に設置 されて以 降，数十回に亘 り公開の議場

で十分な審議を重ね，本件事故による被害の全体像について関係省庁 ・関係 自

治体からの説明の聴取等を行い，その被害の実情の把握の上に，多数の被害者

に対 して適用されるべき公平 ・適切な原子力損害の賠償の範囲の判定等のため

の指針 （中間指針等）を策定 ・公表 している。

本件審査会の能見会長は，審査会の役割や中間指針等の性質について， 「こ

の審査会のそもそもの役割 といいますのは，おそ らく， この事故は，本来であ

れば，当事者，責任 を負 うであろ う原子力事業者 と被災者，被害を受けた人た

ちの問の本来個別的な損害賠償の問題ですが，被害が非常に多数，広 くわたっ

ているときに，迅速に賠償す るということも非常に重要なことですので，そ う

い う意味で，この審査会 とい うものが賠償の指針 とい うのを設けて，特にその

指針 とい うのは，裁判でいけば認められるであろうとい う賠償を一応念頭に置

きなが ら…中間指針 とか，あるいは，その補足の指針 として出してきていると

い うものでございます。」 （第21回 審査会 （乙C19） ，下線 は引用者 に よ

る。以下同 じ。）， 「損害賠償 として説明できるか とい うことが重要」 （第2

4回 審査会 （乙C20） ） と述べている。また，鎌i田薫委員 （現会長）も， 「指

針 は，損害賠償の一般法理に照 らして説明できないことをそのときの勢いでや

ってしまったと事後的に評価 されるのではやっぱりまずい」， 「政策的に損害

賠償の範囲を決めてしまった とい うふ うに言われるのは，この指針全体の信頼

性 も揺 るがすことになる」 と述べている （第25回 審査会 （乙C21） ）。

この よ うな発言 か らも，本件審査会が，公開の場で中立の立場に基づき，損

害賠償の一般法理 とい う法律的見地から合理的に導かれるものでなければなら
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ないとの立場に立って中間指針等を策定 していることが確認できるものである。

2中 間指針等 の位 置付 け

中間指針等 は，それ 自体は 「法令」に該当するとはいえないため，直ちに裁判

所に対する法的拘束力を有するわけではない。

しか しなが ら，中間指針等は，前述 したとお り我が国の原子力損害賠償の法体

系において明確に位置付けられた法令 に根拠を有する指針である。また， 自主的

避難等対象者だけでも約130万 人以上に も上る本件事故の特質 にもかんがみれ

ば，多数の被害者に対 して合理的な賠償を実現することが重要であ り，同様の被

害状況に置かれている場合には同様の救済が与えられるべきであるとい う考え方

が妥当する。

そ して，被告東京電力は，本件審査会が原賠法に基づき策定 した中間指針等に

基づき，これまで既に多数の賠償 を実施 してお り，約130万 人以上に上 る自主

的避難 等対象者 に係 る賠償実施件数は，平成30年9． 月5日 時点で129万50

00件 （賠償額約3537億 円） に上ってお り，避i難等 対象者や法人賠償 を含 め

る と，直i接賠償 の実施件数 は同時点で267万6000件 （賠償総額約8兆34

27億 円）に上ってい る （乙A150） 。 また，原賠法18条2項1号 に基づ く

原子力損害賠償紛争審査会の下に設置 された原子力損害賠償紛争解決センターに

おける和解仲介手続 （ADR手 続） において も，平成23年 か ら平成28年 まで

に個人 （避難等対象者以外 の個人を含む。）による申立件数は累計で1万666

8名 に上 り， 中間指針等 に基づいて個々の紛争解決が行われている実情にある。

裁判例 としても，同じ自主的避難等対象者 （本件事故発生時いわき市に居住）

の慰謝料額が問題 となった福島地裁いわき支部平成26年9月10日 判 決 （乙C

57の1） ，同判決の控訴審判決であ る仙台高裁平成27年1月21日 判決 （乙

C57の2） では， 同事件 の原告が被 った精神的損害は，本件諸事情に照 らして
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遅延損害金相当額を含 めて4万 円9を上回 らない もの と認 め るのが相当であると

され，請求棄却の判決が確定 している。

このように，本件審査会が策定した中間指針等は，策定後6年 以上 にわたって

ADR手 続や訴訟 を含 む多数 の紛争解決 において用いられ，圧倒的多数の被害者

が同指針に基づ く和解 を受け入れて紛争が解決されてきてお り，本件審査会が企

図 した とお り，既に本件事故による紛争解決に当た り事実上の法規範に近いもの

として機能 している。同 じような事実上の機能を果たしている規範 としては，例

えば交通事故損害賠償の分野で広 く事実上の規範 として受け入れ られている 「民

事交通事故訴訟損害賠償額算定基準」 （財団法人 日弁連交通事故相談センター東

京支部，いわゆる 「赤い本」）に記載 されている基準な どがあるが，本件審査会

が策定 した中間指針等は，まさに本件事故による原子力損害の賠償に関して策定

された法令の根拠に基づ く指針であるとい う点や前掲解決実績等に照 らせば，本

件事故に関しては，むしろ 「赤い本」よりもより尊重 されて然るべき実質を有す

る。

仮に，こうした原賠法の立法趣 旨や審査会の意図，実際の運用状況に反 して，

本件審査会の策定 した合理的な指針に何 らの規範性 も認められないとい うのが我

が国法上の解釈であるとすれば，現状の中間指針等を中心にした法的安定性が大

きく損なわれるだけでなく，かえって被害の迅速かつ適正な賠償の実現とい う原

賠法の 目的が没却 され，被害救済を大きく後退 させ ることにもなりかねない。

したがって，このような我が国の原子力損害賠償の法体系を踏まえれば，原賠

法に基づき策定された中間指針等は，判例法理をリステイ トしたものであ り，実

9中 間指針追補に基づく8万 円の精神的損害等の賠償額については
，自主的避難等対象者の精神的損

害，避難費用，生活費増加費用を総合的に考慮 して包括的に定められている損害額であるが （乙C3

の第2参 照），本件審査会の下に設置された原子力損害賠償紛争解決セ ンターによるADR手 続での

和解においては，この8万 円の損害額のうちの4万 円をもって精神的損害に係る賠償部分とするとの

内容で和解契約が締結される運用が採 られてお り，当該事件の1審 原告についてもADR手 続におい

てそのような和解を経ていたものである。
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質的に法的規範 として機能することが社会的にも期待 されているのであ り，同指

針等に定める賠償指針は，その内容 自体が著 しく不合理でない限 り，裁判手続に

おいても法規範に準ず る規範 として最大限尊重 されるべきものである。

以上のことは，原賠法18条 の解釈 か ら導 かれ るものである。

3中 間指針追補等に よって，被告東京電力の賠償の考え方は十分に合理的なもの

として基礎付けることができること

（1） 中間指針追補等 にお ける自主的避難等対象者に対する賠償の考え方

中間指針追補は，本件原発か らの距離，避難指 示等対象 区域 との近接性，政

府や地方公共団体から公表 された放射線量に関する情報，自己の居住する市町

村の自主的避難 の状況 （多寡な ど）等の要素を総合的に勘案 した上で，避難指

示等対象区域外の一定の区域を自主的避難等対象区域 と定めた上で，自主的避

難等対象区域においては，住民が 「放射線被ば くへの相当程度の恐怖や不安」

を抱いたことには相当の理由があり，また，その危険を回避するために自主的

避難を行ったことについてもやむを得ない面があるとした上で， （ア）放射線

被ばくへの恐怖や不安により自主的避難等対象区域内の住居から自主的避難を

行った場合において，自主的避難によって生 じた生活費の増加費用，自主的避

難により，正常な日常生活の維持 ・継続が相当程度阻害されたために生じた精

神的苦痛，避難及び帰宅に要 した移動費用が，また， （イ）放射線被ばくへの

恐怖や不安を抱きながら自主的避難等対象区域内に滞在 を続けた場合において，

放射線被ばくへの恐怖や不安，これに伴 う行動の自由の制限等により，正常な

日常生活の維持 ・継続が相当程度阻害 されたために生 じた精神的苦痛，放射線

被ばくへの恐怖や不安，これに伴 う行動の自由の制限等により生活費が増加 し

た分があれば，その増加費用についてはそれぞれ賠償すべき損害と認められる

とし，自主的避難者の場合 と滞在者の場合の上記の合算損害額は同額 として算

定す るのが公平かつ合理的であるとしている （乙C3の5頁 ）。
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そ して，特に本件事故発生当初において，大量の放射性物質の放出による放

射線被ばくへの恐怖や不安を抱 くことは，年齢等を問わず一定の合理性を認 め

ることができるとし，また，その後においても，少なくとも子供及び妊婦の場

合は，放射線への感受性が高い可能性があることが一般に認識 されていること

等か ら， 比較的低線量 とはいえ通常時より相当程度高い放射線量による放射

線被ばくへの恐怖や不安を抱 くことについては，人 口移動により推測される自

主的避難の実態からも，一定の合理性を認 めることができるとして， 自主的避

難等対象者の うち子供及び妊婦については，本件事故発生から平成23年12

月末までの損害額 として一人 当た り40万 円，また，そ の他の 自主的避難 等対

象者については，本件事故発生当初の時期 （①本件事故発生以降，本件原発の

状況や放射線量に関する情報が行政機関等によって徐々に公表されたこと，②

平成23年4月22日 には政府 による避難指示等の対象区域が概ね確定したこ

と，③ したがって，その頃以降は，自らの置かれている状況について十分な情

報がない時期 とは言い難iいと考 え られ ること，か ら，概 ね本件事故発生から平

成23年4月22日 頃までが 目安 とな るとされ てい る。 乙C7の13頁 ） の損

害 として一人当た り8万 円 との賠償指針 を示 している。

その後，中間指針第二次追補において，かかる自主的避難等に係 る損害につ

いて，平成24年1月 以 降に関す る考 え方 と して，少 なくとも子供及び妊婦に

ついては，個別の事例又は類型毎に，放射線量に関する客観的情報，避難指示

区域 との近接性等を勘案 して，放射線被ばくへの相当程度の恐怖や不安を抱き，

また，その危険を回避す るために自主的避難を行 うような心理が，平均的 ・一

般的な人を基準としつつ，合理性 を有 していると認められる場合には，賠償の

対象 となるとの考え方が示されている。

被告東京電力においては，このような中間指針等を踏まえて，以下の賠償を

行 う旨公表 し，実施 している （乙A31， 同32） 。

① 大人につ いて
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精神的損害等の賠償 として8万 円 （中間指針追補），実費 として4万 円

② 妊婦 ・子供 について

精神 的損害等の賠償 として40万 円 （中間指針追補），実際 に自主的避難

をした者には避i難費用実費 と して20万 円を併せ て賠償 ，平成24年1月 か

ら同年8月31日 までの期間につ いて精神 的損 害の賠償 として8万 円，4万

円の費用

（2）審 査会 にお ける審議過程

審査会 においては，このような中間指針追補等の策定に当たっての審議にお

いて，自主的避難 等対象者の被侵害利益の把握の仕方について，第17回 審査

会において，能見会長 よ り，自主的避難者等の損害について， 「基本的にはこ

れは放射線被曝への恐怖，不安 とい うのが基礎にあり，かつ，それが損害の中

心的なものであるとい うふ うに考えてお ります。だか ら，両者 （引用者注 ：自

主的避難者 と滞在者）とも同じような賠償 をしたらどうかということですが，

ただ，いろんな要素を考えたときに，これは前回のインタビュー といいますか，

自主的避難 された人たちのお話なども聞き，あるいは，また理論的にも考 えた

ときに，生活費の増加分 とい うのが，これは現実にはやっぱ り人によってさま

ざまなので，多い人もいるし，少ない人もいるので，なかなか言いにくいんで

すけれ ども，当初，この案 をつくって，私もこれでいいと思ったのは， 自主的

避難をされた方は，生活費の増加分 とい うのが金額的にはやっぱ り多そ うなの

で，それに比べると，避難 した後での放射線被曝への不安 とい うのは，結局避

難 されていますから，その分は低下して，金額的には精神的苦痛の部分が少 し

少ないかもしれないと。金額的な問題ですけれ ども。」との発言がなされ （第

17回 議事録 （乙C16） の16頁 目） ，また，大塚直委員 （早稲 田大学大学

院法務研究科教授）からは， 「私が考えているのは， 自主的に避難 した方は，

避難す る前は滞在者 として不安を感 じてお られて，丸2の1） （原 文ママ ，原
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子力損害賠償紛争審査会で使用 された資料に記載 された表記） と同じことを感

じてお られて，それが損害だったんですけど，避難 した後は，精神的苦痛 とい

うのは，む しろ生活の拠点が失われたとかいうことのほ うが中心になって しま

って，不安 とい うこと自体が精神的苦痛では多分なくなっていくと思 うので，

そ うい う意味では，生活費の増加のほ うが多くはなってしまって，損害賠償の

議論をすると，権利侵害のところは不安が中心で一でも，平穏生活権侵害だ と

私は思っていますが，不安が中心なんですけど，その後の損害額のほ うの話を

するときは，滞在者 と自主避難者は大分違ってきて， 自主避難者は，その後は

生活費の増加のほ うがメーンになるとい う整理なのかな と思っていま した」（同

16～18頁 目） との発言がな されてい る。

また，鎌 田薫委員 （早稲田大学総長，早稲田大学大学院法務研究科教授）か

らは意見メモが本件審査会に提出されてお り，本件審査会で読み上げられた内

容は以下のとお りである。

「まず対象者についてとい うことで，避難区域以外の一定範囲の住民が一定の

状態，すなわち事故によって自主的避難 をすることが相当であると認められる

程度の恐怖 ・不安を抱かざるを得なかったとい う状態に置かれたことをもって，

損害 と考えるべきであり，その点で， 自主的避難をした住民も，その地域にと

どまり続けた住民も，同じ損害をこうむったものと考える。

また，今回の追加指針は，これまで賠償対象 となっている避難区域か らの避i

難以外 の部分 を救済す る ことが 目的であ り，既に中間指針で賠償の対象 となっ

ている部分 とは独立に取 り扱 うことが適当である。ただし，既に中間指針で賠

償の対象 となっている者の避難 先が追加指針の賠償対象区域内である場合につ

いては，追加指針 による賠償の対象 となる損害は中間指針による賠償の範囲内

に包摂 されてお り，追加的な賠償は受け られない と考える。

賠償項 目についてとい うことで， 自主的避難 に関する賠償 も，本来，一人一

人の個別事情に基づき行われるべきであるところ，今回の追加指針は，多くの
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被害者がかかわる紛争について迅速な救済を図るため，あえて一定の対象地域

を設定して賠償項 目等を示そ うとい うものである。 したがって，追加指針にお

いては対象地域内の全住民に共通 して認められるべき賠償項 目と金額を示すこ

ととし，これを超 える損害の賠償を認 めるべき特段の事情のある場合には，こ

れを個別の請求にゆだねることとせ ざるを得ない。

避難 費用等については，避難に至った事情，避難の状況，経費の詳細等は個々

の避難者 ごとに極めて多様であ り，それ らを個別的に精査することは困難であ

ること，自主的避難者 と滞在者は同種の被害を被ってお り，その被害への対応

に多様性があると考えることも可能であること，多数の被害者に迅速な救済を

与える必要があること等を勘案す ると，避難費用等 も含 めた包括的慰謝料 とし，

自主的避難者 も滞在者 も一律の額 として示 した上で，特段の事情のある場合に

は個別の請求を許容す るものとすることが妥当であろ うと考える。

なお，乳幼児等の避難には同伴者のあることが通常であ り，実際の避難費用

は同伴者において支出す るのが一般であろうと思われ るので，同伴者の避難費

用については，避難者に対す る賠償額にこれが包摂されていると考えるのが相

当であると思われる。

追加指針の対象時期については，損害賠償の基本的な考え方に照 らすな らば，

過去のある時点について，その時々の状況に照らして，対象区域に滞在するこ

とに著 しい恐怖 ・不安を抱 くことが原発事故と相当因果関係のある損害 と認 め

られるか否かを評価するのが原則であり，将来についても損害賠償 を認めるか

否かは，この状態が続 くことに高度の蓋然性のある場合に限 られる。審査会に

は，避難 に関する新たな行動指針や安全性に関する新たな基準を策定する権限

も能力も欠けていることをも考慮に入れて，慎重に検討 されるべきものと考え

る。」

このような審査会での審議 を経て上記 （1） の とお り策 定 され ている中間指

針追補等については，その内容において，裁判上の損害賠償法理に照らしても
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紛争解決をするに当たって十分に合理的なものであ り，被告東京電力の自主的

避難等対象者 に対す る精神的損害等の賠償は，中間指針追補等を踏まえ，かつ

これに一部上乗せを して賠償 しているものであり，これまで述べたとお りの 自

主的避難等対象者に生じている権利侵害の内容，程度等を考慮 しても，被告東

京電力が公表 している自主的避難 等対象者に対する精神的損害等の賠償額は，

合理的かつ十分な金額である。

第7関 連する裁判例について

原賠法3条1項 に基づ く原子力損害 としての精神的損害の賠償が問題 となった

事案 として，自主的避難等対象者の精神的損害を考える上でも参考になると考 え

られる裁判例を以下で掲げる （なお，下線部はいずれ も引用者による。）。

1旧 緊急時避難準 備 区域の住民 の精神的損害に関す る裁判例

本裁判例は，本件事故当時福島県南相馬市内の旧緊急時避i難準備 区域 に居住 し

ていた原告が本件事故により平成23年3月11日 に避i難し，同年8月 上旬 に帰

還 した とい う事案 にお いて，被告東京電力に対 して慰謝料 として金1183万6

000円 の賠償 を求 めたのに対 して，当該事件原告が本件事故によって被った精

神的苦痛についての慰謝料額は，中間指針等に基づ く精神的損害の賠償額である

184万 円 （支払済み） を超 える とは認 められない として，請求が棄却 された裁

判例 （東京地裁平成27年6月29日 判決 （乙C56の1） ，東京高裁平成28

年3月9日 判決 （乙C56の2） ）で ある。

（1）1審 判決 （乙C56の1）

本事件 にお ける1審 判決では，旧緊急時避難準備 区域に指定 された福島県南

相馬市からの避難生活に係る精神的苦痛を認めつつ （36頁 ），帰宅後の精神
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的苦痛については，相当期間の経過後に慰謝料の発生を認めるべき程度に至 ら

ない水準まで緩和 したと判断 し （38頁 ），また，高 い放射線量の下で生活を

することの精神的苦痛があるとの原告の主張に対 しては，低線量放射線被ばく

と健康影響に関する国際的にも合意された科学的知見等を踏まえれば，年間2

0ミ リシーベル トの被 ば くです らそれが健康に影響 を与えることを直ちに認め

得るものではなく，年間1ミ リシーベル トの追加被 ば くが健康に影響 を及ぼす

ものと認めることができないと説示 した上で （39頁 ），原告 の南相馬 市へ の

帰還後 の生活圏において毎時0．23マ イク ロシーベル ト （年 間追加被 ばく線

量1ミ リシーベル ト相 当） を超 える放射線量が観測 される地点が存在 し，それ

に対す る不安を抱いているとしても，その不安は合理性を有するものとはいえ

ず，それによって原告の平穏生活権が侵害され，慰謝料請求権を発生 させるほ

どの精神的苦痛を受けていると認めることはできないと説示 し，また，本件事

故後に本件原発の不安定な状況が続いていた としても，これによっても原告の

自宅所在地やその周辺に放射能汚染が拡大 し，原告が被ばくする現実的な危険

が発生 したと認 められるものではなく，原告が本件原発から20キ ロメー トル

以上離れた地点 で生活す ることに不安 を抱いた としても，その不安は漠然 とし

たものにとどまるといわざるを得ず，原告に慰謝料請求権を生 じさせ るほどの

精神的苦痛が生じた とまでは認められないと説示 している （38～41頁 ）。

そ の上で，原告 が本件事故によって被 った精神的損害についての慰謝料額は，

既に申立人から支払われた避難慰謝料である184万 円を超 えるとは認 め られ

ない として，原告の請求を棄却 したものである （41～42頁 ）。

この1審 判決 が低線 量放射線被 ば くに よる リスクについて説示 した部分を

引用すれば以下のとお りである。

「前記認定事実のとお り，国際的な合意である原子放射線の影響 に関す るU

NSCEAR（ 国連科学委員会）等の国際機i関の報告書 に準拠 して，当時の科

学的見地から放射線の健康に対する影響等について報告 されたWG報 告書 にお
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いては，100ミ リシーベル ト以下の被 ば く線 量について，放射線による発が

んのリスクの明らかな増加 を証明することは難 しい とされ，人体に対するリス

クを明らかにするには至っていない上，積算量100ミ リシーベル トを長期 間

にわた り継続的に被ばくした場合には，短期間で被ばくした場合に比較 して，

健康に対する影響が小 さいことが報告されている。また，低線量被ばくについ

て，被ばく線量に対 して直線的にリスクが増加するとい う考え方 （なお，この

考え方 自体，未だ国際的な合意を得 られているわけではない。）を採用 したと

しても，年間20ミ リシーベル トの被 ば くに よる健康 リスクは，他の発がん要

因によるリスクに比較 して低いことも報告されている。 さらに，ICRP（ 国

際放射線防護 委員会 ）は，本件事故に関し，緊急時被ばく状況における計画的

な被ばく線量 として年間20～100ミ リシーベル トの範 囲で参考 レベルを設

定すること，防護措置として，長期間の後には放射線 レベルを年間1ミ リシー

ベル トへ低減す るた め，参考 レベルを年間1～20ミ リシーベル トの範囲で設

定す ることを勧告 している。 これ らの科学的知見等に照 らせば，年間20ミ リ

シーベル トの被 ば くです ら，それが健康に被害を与えることを直ちに認 め得る

ものではなく，年間1ミ リシーベル トの追加被 ば くが健康に影響を及ぼすもの

と認めることはできない とい うべきである」 （39頁 ）。

このよ うに，本判決 は，避難に係 る精神的損害について，被告東京電力が公

表 している賠償額 （旧緊急時避i難準備 区域 においては，平成23年3月11日

か ら，緊急時避難i準備 区域の解 除時期で ある平成23年9月30日 を超 えて，

同解 除後 の相 当期 間 も考慮 し，平成24年8． 月末 までの合計約18か 月につい

て月額10万 円 （避難所等での避難 がある月は月額12万 円） の賠償 を してい

る。） を超 える損害は認められないとし，かつ，南相馬市への帰還後における

放射線への不安に係 る慰謝料請求については，上記説示のとお りの低線量放射

線被ばくの健康影響に関する科学的知見に基づいて，慰謝料請求権を発生させ

るほどの精神的苦痛が生 じたものとは認められない と説示 したものである。

90



（2）控訴審判決 （乙C56の2）

1審 判決 に対 して原告 が控訴 した控訴審判決 （東京高裁判決）は，原審の判断

を是認 して，控訴を棄却 している。

特に，原告が，放射線に対するリスクについては一般人の意識等 も総合的に考

慮すべきと主張したのに対 して，以下のように述べて，これを排斥 している。

「証拠 （略）によれば，南相馬市の市民の多 くが，平成24年 以降，平成27

年 に至 るまで，放射線 による人体への影響について，一定の不安を抱いているこ

とを認めることができる。

しかしなが ら，多 くの市民が何 らかの不安を感 じていることから直ちに，その

不安が合理的な根拠に基づ くものであるとい うことはできない し，証拠上，その

不安の内容や程度が判然 としないことか らしても，そ ういった不安を抱か された

ことについて，当然に，被控訴人 （引用者注 ：被告東京電力を指す。）に対 して，

法的な責任を追及することができるとはいえない。

証拠 （略）上，100ミ リシーベ ル ト以下の被 ば く線量 における放射線の健康

に対する影響については，科学的に十分に解明されている訳ではないことが認 め

られ るものの，先に判断 したとお り，現在の科学的知見等に照らせば，年間20

ミリシーベル トの被 ば くです ら，それが健康に被害を与えることを直ちに認め得

るものではなく，年間1ミ リシーベル トの追加被 ば くが健康に影響を及ぼす もの

と認めることはできないとい うべきである （なお，控訴人は，ICRP（ 国際放

射 線防護委員会）が，LNTモ デル （年 間100ミ リシーベル トを下回 る線 量に

おいては，ある一定の線量の増加はそれに正比例 して放射線起因の発がん又は遺

伝性影響の確率の増加 を生じるであろうとい う仮定に基づくモデルのこと。証拠

略）に基づ く勧告 をしていることを指摘す るが，ICRPは ，低線 量放射線被 ば

くにお ける健康影響が不確実であ り，上記モデルの根拠 となっている仮説を明確

に実証する生物学的，疫学的知見がす ぐには得 られそ うにないことも踏まえつつ，
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放射線防護の立場から，低線量放射線被ばくのリスクの管理に当たり，慎重な対

応をとるための根拠を提供することを目的として，かかる勧告をしているもの と

解 されるのであって，このような勧告がなされていることをもって，年間1ミ リ

シーベル トの追加 被 ば くが健康に影響を及ぼす ことが科学的に裏付けられてい

ると認めることはできない。）。この点，低線量被ばくによっては健康被害が生

じない と自然科学的根拠に基づき明確に断定できない限 り，その不安には合理的

な理由があるとい うかのごとき控訴人の主張は，採用することはできない。

その他，本件事故直後の放射性物質の飛散状況が不明確であることや，空間線

量率に比 して内部被ばくの状況が不明確であることなど，控訴人が主張するとこ

ろを検討 してみても，自らの生活圏内に毎時0．23マ イ クロシーベル トを超 え

る放射線量が観測 される地点が存在することによって，年間1ミ リシーベル トの

追加被 ば くを受 けることとな り，健康への影響が生 じることになるという控訴人

の不安が，合理的な根拠に基づ くものであると認 めることはできない。

よって，かかる不安を理由としての慰謝料請求は認められない。」 （以上，4

～5頁 ）

2自 主的避難等 対象 区域 の住民の精神的損害に関する裁判例

本裁判例は，本件事故当時福 島県いわき市 （自主的避難等対象区域）に居住 し

ていた原告が本件事故により平成23年3月12日 に横浜市に 自主的避難 を し，

同年4月15日 にいわき市 に帰宅 した事案 において，原告が被告東京電力に対 し

て精神的損害として136万 円の賠償 を求めたのに対 して，中間指針追補に基づ

く精神的損害 （自主的避難等対象者 に対す る賠償額8万 円の うちの半額 である4

万 円を精神 的損害 の賠償金 に相 当するものと認定。支払済み。）を超える慰謝料

を認 めることはできないとして，請求を棄却 した裁判例 （福島地裁いわき支部平

成26年9月10日 判決 （乙C57の1） ，仙台高裁平成27年1月21日 判決

（乙C57の2， 確定））であ る。1審 判決 におい ては，平成23年3月12日
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から同年4月15日 まで とい う事故発生 当初 の時期 において，原告が横浜市に避

難 したことについては，緊急時避難準備 区域等の指定が同年4月21日 及 び22

日であるこ とを考慮す る と必要 かつ相当な対応であった と評価 した上で，この間

約1か 月の避難 生活 については，放射線被ばくに対する強い危機感を抱いたであ

ろうこと，避難 生活中の1か 月間 自宅 に比 して狭 い住宅 内で多人数で居住 し，慣

れない土地での生活による精神的負担 も決 して軽 くなかったであろうことが推察

され，これ らの精神的苦痛は慰謝料の発生を認 めるべき程度に至っているものと

考えられ るが，本件の一切の事情を考慮 しても，その慰謝料額は支払済みの4万

円を超 えない と説示 し （同9～11頁 ），また，いわ き市に帰還後の生活におけ

る原告の不安，懸念については，本件原発の状況が一応の安定を見せてお り，自

己の生命，身体等に対 し直ちに具体的な危険を及ぼす状況には必ず しもなく，い

わき市内も比較的落ち着いた状況にあるという認識ないし判断が基礎にあって帰

宅を決断 したと窺われることなどを考えると，こうした不安については慰謝料の

発生を認めるに足 りるほどの具体性，客観性 を有するものではないとして （同1

0頁 ），慰謝料 の請求 を認 めず ，原告の請求を棄却 したものである （乙C57の

1） 。

同控訴審 において も，1審 判決 の上記判断 を支持 し，本件事故により原告が被

った精神的損害は本件諸事情に照らし，遅延損害金相当額を含めて4万 円を上回

らない もの と認 めるのが相当であると説示 して，控訴を棄却 している （確定，乙

C57の2） 。

この地裁 ・高裁判決 は，政府 による避難 指示の対象 とはならなかった自主的避

難等対象者に対する中間指針追補に基づく精神的損害の賠償額の合理性を是認 し

たものであ り，被告東京電力が公表 して実施 している自主的避難 等対象者に対す

る賠償の合理性 ・相当性 を裏付けるものである。
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3避 難等対象区域 ， 自主的避難等 対象区域以外の区域の住民の精神的損害に関す

る裁判例

（1） 東京都練馬 区の住 民か らの精神的損害の賠償請求を棄却 した裁判例

本裁判例は，本件事故当時東京都練馬区に居住 していた原告が本件事故によ

り自主的避難をし，精神的損害等を受けたと主張 して，被告東京電力に対 して，

その損害賠償等を求めたのに対 して，原告の請求を棄却 した事案である （東京

地裁平成25年10月25日 判決 （乙C59の1） ，東京高裁 平成26年5月

7日 判決 （乙C59の2） ，最高裁上告棄却，上告審不受理 （乙C59の3，

確定））。

本裁判例では，低線 量被ばくの リスク管理に関するWG報 告書 （乙A37）

に よる低線 量被 ば くの健 康影響 に関する国際的な合意に係 る科学的知見等を認

定事実 とした上で， 「100ミ リシーベル ト以下の低線 量被 ば くの健康 リスク

の増加の程度は非常に小 さい とされてお り，LNTモ デルを前提 とした として

も， 自然放射線量を超える量の被ばくをすれば，直ちに社会的受忍限度を超え

る法益侵害がされたとまではいえないとい うべきであ り，原告の被ばくの程度

は前記認定のとお り （引用者注 ：年間積算放射線量は年間20ミ リシーベル ト

を上回 らない と推認 されている。乙C59の1の18頁 ）で あるか ら，低線量

被 ば くにおける原告の主張を前提にしても，それだけで社会的受忍限度を超え

るもの とは認め難い。」 と説示 し，本件事故により，社会的に受忍できない限

度に健康上のリスクを侵害 されたとはいえないと認定 し （同20～21頁 ） ，

原告には，本件事故と相当因果関係のある被害 （法的利益の侵害）の発生が認

められないとして，原告の請求 を棄却 したものである。

同控訴審 （乙C59の2） も同 旨を述べて控訴 を棄却 してお り，最高裁にお

いても上告棄却，上告不受理の決定 （乙C59の3） によ り，確定 してい る。

本裁判例の事案は，東京都の住民に係るものであるが，その判断の基礎 とさ

れている考え方及び法益侵害の判断枠組みについては，本訴訟の争点の参考に
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な る。

（2）東京都渋谷 区の住 民か らの精神的損害の賠償請求を棄却 した裁判例

本裁判例は，東京都渋谷区の住民が，本件事故により精神的損害等を受けた

と主張して，被告東京電力に対 して，その損害賠償等を求めたのに対 して，原

告の請求を棄却 し，また，その後なされた原告の控訴を棄却 した事案である （東

京地裁平成27年3月31日 判決 （乙C55の1） ，東京高裁平成28年1月

13日 判決 （乙C55の2） ，最高裁上告棄却，上告審不受理 （確定） （乙C

55の3） ）。

1審 判決 （乙C55の1） は，本件事故後 におけ る政府 の避難指示及び屋内

退避指示等は，本件原発から半径30キ ロメー トル の範囲内の住民等に対す る

ものにとどまってお り，東京都内の住民等に対 してまで避難が求められていた

ものではないし，政府等の発表や報道等においても，避難指示及び屋内退避指

示の範囲外の地域に関しては，放射線による健康上の影響を懸念する必要はな

い旨説明されていること，食品等についても暫定規制値 に基づ く出荷制限がと

られていること，現在において100ミ リシーベル ト以下の低線量被 ば くとが

ん，白血病等の発症確率の増加 との間の因果関係につき生物学的，疫学的な証

明はされておらず，低線量被ばくが健康に与える影響は他の発がん要因との区

別が困難なほど小さいとされていること，ICRPの 提言や政府の定め る暫定

規制値等 は，放射線防護の観点か ら，被ば く線量を可能な限 り小さくす ること

を目的として定められたものであり，実際に健康に影響 を生 じ得る水準を相当

下回る値を基準 とす るものと考えられることからすると，実際の被ばく線量が

これを上回った としても，直ちに生命及び身体に影響が生 じるものではないと

いえると認定 した上で （同23～24頁 ），本件 の事情 か らすれば，原告及び

原告の子 らの生命，身体，財産等に対 して具体的な危険が生じていた とい うこ

とはできないとして，原告が強い恐怖感，不安感を抱いたとしても，それは一
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般的，抽象的な危険性に対するものにすぎず，人格権が侵害 されたとい うこと

はできないと説示 して （同25頁 ），原告 の請求 を棄却 した ものである。

また，同控訴審判決 （乙C55の2） も原審 の判断 を支持 し，控訴人は本件

事故により，その生命，身体及び財産に対 して具体的な不安を抱いていたと認

められると認定した上で （同6～7頁 ），控訴人がその よ うな具体的な不安を

抱いたか らといって，そのことのみか ら当然に，法的保護に値する利益への侵

害があったと評価す ることはできず，法的保護に値する利益への侵害行為 とし

て評価 されるためには，本件事故により，控訴人の生命，身体，財産に対する

具体的な危険が生じており，控訴人が抱いた不安感がそのような危険に対する

ものであったことを要す ると解するのが相当であ り，具体的危険の存在を捨象

した不安感も法的保護の対象 とな りうると解することは，各人が抱いた不安感

のうち，客観的根拠に基づかない漠然とした不安感をも法的保護の対象とする

こ とに な りかね ない の で あっ て， 妥 当で な い と説 示 して い る （同7頁 ）。

その上で，1審 判決が摘示 した前述の事実等 を踏まえて，本件事故により控

訴人の生命，身体，財産に対 して具体的な危険が生 じていたとは認められない

として，控訴人による人格権侵害の主張を排斥 したものである。

本裁判例 も，東京都の住民の請求に対するものであるが，本件事故による具

体的な法的利益の侵害の有無に係 る判断枠組み及びその具体的判断については，

年間20ミ リシーベル トを大幅に下回る 自主的避難等対象区域についてもその

まま妥当するものであ り，法益侵害に対する具体的な危険を捨象 した，漠然 と

した不安感 については法的保護の対象 とならないことを明示 している点におい

て，重要な裁判先例である。

4そ の他 の裁判例

その他 ，本件事故 に関する裁判例ではないが，大阪国際空港事件上告審判決 （最

大判昭和56年12． 月16日 民集35巻10号1369頁 ）においては，大阪国
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際空港に由来す る 「相当強度な航空機騒音」に曝露 されていることを前提 とした

上で，B滑 走路供用開始 の月であ る昭和45年2月 以降の損 害額 を月額1万 円 と

し，それ以前の時期につ いては，居住地区に応 じて．月額3000円 又は8000

円 との原審 の認 定 について 「本件空港に離着陸す る航空機の被上告人 らの居住す

る地域に及ぼす騒音等の性質，強度，頻度等が原判決において認定されたような

ものである場合において」とい う前提の下で，是認 したものである。

この上告審判決は，大阪国際空港周辺住民が相当強度な騒音等の公害に 日々さ

らされていることに対する慰謝料額を判断 したものであるが，本件 との比較 をす

れば，本件事故による放射線被ばくによって自主的避難等対象区域内で滞在す る

ことが妨げられ るとまではいえず，科学的な知見についての情報提供は新聞報道

などでなされてお り，かかる情報を知 り得る状況の中でも，なお生 じ得る住民の

不安 （それも個人差がある。）に基づ く慰謝料が問題 となっているものであるこ

とからすれば，被告東京電力が公表 している大人に対する1人 当た り8万 円の精

神 的損害等 の賠償額 は，本件事故後の特有の事情を考慮 し，また上記最判の事案

における相当強度な騒音公害に日々 さらされていることによる慰謝料額にその後

の物価上昇を考慮 して比較 しても，遜色のない水準であ り，本件事故後の自主的

避難等対象区域内の居住者の恐怖や不安な心理に基づく日常生活阻害の精神的苦

痛による被害について，これを慰謝するに足る賠償額であると評価することがで

きる。

また，この大阪国際空港事件上告審判決は，同事件の控訴審判決の判示内容に

ついて， 「もっとも，原判決の判示の うちには，単なる身体的被害発生の可能性

ないし危険性そのものを慰籍料請求権の発生原因たる被害 と認めているかにみえ

る箇所があるところ，そのような可能性ない し危険性そのものを直ちに慰籍料請

求権の発生原因たるべき現実の被害にあたるとい うことができないことはい うま

でもない」 と判示 しているところ，かかる判示は，前記の東京高裁判決が 「具体

的危険の存在を捨象 した不安感も法的保護の対象 とな りうると解することは，各
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人が抱いた不安感の うち，客観的根拠に基づかない漠然 とした不安感 をも法的保

護の対象 とすることにな りかねないのであって妥当ではな」いと判示 しているこ

ととも軌を一にするものである。

また，最高裁平成6年3月24日 第一小法廷判決 ・集民172号99頁 ［レデ

ィ ミクス トコンク リー ト製造工場事件］においては，行政命令に反 して違法な工

場の操業を約8年 間継続 し，それ による騒音や粉 じんが生 じていたことに伴い，

当該工場に隣接す る住民 （被上告人）が慰謝料を請求 した事案において，最高裁

は， 「工場等の操業に伴 う騒音，粉 じんによる被害が，第三者に対する関係にお

いて，違法な権利侵害ない し利益侵害になるかどうかは，侵害行為の態様，侵害

の程度，被侵害利益の性質 と内容，当該工場等の所在地の地域環境，侵害行為の

開始 とその後の継続の経過及び状況，その間に採 られた被害の防止に関する措置

の有無及びその内容，効果等の諸般の事情を総合的に考察 して，被害が一般社会

生活上受忍すべき程度を超 えるものかどうかによって決すべきである」 とした上

で，「原審は，被上告人の現在の住居に流入する騒音の程度等について審理せず，

漫然 と被上告人の被害が続いていると認定 した上，前記のような各判断要素を総

合的に考察することなく，上告会社の違法操業の態様が著 しく悪質で違法性が高

いことを主たる理由に，上告会社の本件工作物の操業に伴 う騒音，粉 じんによっ

て被上告人の権利ないし利益を違法に侵害 していると判断 したものであるから，

原審の右判断には，法令の解釈適用の誤 り，ひいては審理不尽，理由不備の違法

があ」ると判示 している。

このような最高裁判決の考え方を踏まえても，違法な権利侵害の有無を判断す

るに当たっては，いかなる侵害行為が客観的に生 じているか，それがいかなる程

度の危険であ り，それによって具体的にいかなる被害が生 じているのかを認定す

ることが求められるとの考え方が示されていると解 されるものである。
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5ま とめ

自主的避難 等対象者 の精神 的損害の賠償を考えるに当たっては，上記の各裁判

例がまさしく評価 ・判断をしているよ うに，本件事故による放射線の影響によっ

て自主的避難等対象者に対 していかなる危険や被害が及んでいるかとい う点は基

本的に重要な考慮要素の一っであることは論を侯たない。

そのような中で，本件に関していえば，避難指示の対象 とされていない避難指

示等対象区域の周辺区域においては，客観的に居住者に対す る放射線被ばくによ

る健康被害の危険が現実に生 じているとは評価できず，また，そのことについて

は新聞報道等によって情報提供が繰 り返 しなされていると認められること，本件

事故の進展状況についても日々報道 され，本件事故に起因する当該周辺地域での

空間放射線量の状況や推移についても，本件事故直後より報道がなされ，本件事

故発生後1か 月の間に大 き く低減 していることも報 じられていることなどを踏ま

えれば，それでもなお生ずる恐怖や不安に基づ く精神的損害について被告東京電

力が公表 している自主的避難等対象者に対する精神的損害等の賠償の考え方は，

上記の各裁判例の考え方を踏まえればなおのこと，自主的避難等対象者に生 じた

恐怖や不安に基づ く日常生活阻害の精神的苦痛 を慰謝するに足 りるものと評価で

きる。

これを超える慰謝料を求める原告 らの請求には理由がないとい うべきである。

以 上
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